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ＮＰＯ関連施策 
―令和７年度及び令和８年度予算― 
通常事業 計２５８件、復興関連事業 計１６件 

 

（目次） 

府省庁名 通常事業（件） 復興関連事業（件） 総括表ページ数 

復興庁 ０ １ Ｐ２ 

内閣府 １０ １ Ｐ３～Ｐ６ 

こども家庭庁 ７４ ０ Ｐ７～Ｐ２４ 

法務省 １ ０ Ｐ２５ 

外務省 ７ ０ Ｐ２６ 

文部科学省 ２９ ３ Ｐ２７～Ｐ３４ 

厚生労働省 ４９ ２ Ｐ３５～Ｐ４６ 

農林水産省 ３４ ３ Ｐ４７～Ｐ５３ 

経済産業省 ６ ５ Ｐ５４～Ｐ５７ 

国土交通省 ３１ ０ Ｐ５８～Ｐ６５ 

環境省 １２ １ Ｐ６６～Ｐ６９ 

総務省 ５ ０ Ｐ７０～Ｐ７１ 
 
※各施策の詳細につきましては、記載されている所管部局へお問い合わせください。 
※令和７年度予算額には、補正予算額を含みます。 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 復興庁 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 被災者支援総合交付金

（被災者支援総合事業） 

継続 復興の進展に伴い、自治体が直面する被

災者支援の重要課題（住宅・生活再建支

援、コミュニティ形成支援、「心の復

興」、被災者生活支援、被災者支援コー

ディネート、県外避難者相談支援など）

への対応を支援する。 

(5,533 の内数) （7,699 の内数） 100％ 県、市町村、

NPO 等 

厚生労働班 

03-6328-0274 

被災者支援・帰

還加速班 

03-6328-0271 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 内閣府 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地域女性活躍推進交

付金 

継続 地域における女性の活躍を迅速かつ重点

的に推進するため、関係団体と連携して

地方公共団体が行う、女性デジタル人

材・女性起業家、女性防災リーダーの育

成や役員・管理職への女性登用、様々な

要因により困難や不安を抱える女性への

ＮＰＯ等の知見を活用した相談支援やそ

の一環として行う生理用品の提供等、地

域の実情に応じた取組の支援を行う。 

（300 の内数） （1,302 の内数） 1/2 又は 3/4 地方公共団体 

（ NPO 法人等

への委託が可

能） 

各地方公共団体

担当課 

 

２ 男女共同参画機構の

設立及び男女共同参

画センターの機能強

化 

新規 国の男女共同参画に関する施策を総合的

に行うとともに、男女共同参画センター

を拠点としたネットワーク形成のため、

全国各地におけるアウトリーチ型研修、

地域の男女共同参画に関する課題等の把

握・分析等により、各地の男女共同参画

センター等を強力に支援することで、女

性が活躍でき、暮らしやすい地域づくり

を後押しする。 

（657 の内数） ― ― 独立行政法人

男女共同参画

機構 

独立行政法人男

女共同参画機構 

R８年度から開始

する新規事業の

ため実績なし 

３ 性暴力・配偶者暴力

被害者等支援交付金 

継続 ① 性犯罪・性暴力被害者のためのワン

ストップ支援センターを核とする性

犯罪・性暴力被害者支援のために都

道府県等が取り組む事業（センター

運営の安定化、支援の質の向上のた

めの取組等）に要する経費を補助

し、各地域の被害者支援に係る取組

の充実を図る。 

② 配偶者からの暴力被害者等を支援す

る民間シェルター等の先進的な取組

を促進することにより、地域におけ

る官民が連携した配偶者暴力被害者

等支援の充実及び多様なニーズに応

じた支援の枠組みの構築に資するこ

とを目的とする。 

①（707 の内数） 

②（310 の内数） 

①（722 の内数） 

②（307 の内数） 

①1/2、1/3、

10/10 

②3/4 

地方公共団体

（NPO 法人等

への委託が可

能） 

各地方公共団体

担当課 
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４ 「ＮＰＯ情報管理・

公開システム」のガ

バメントクラウドへ

の移行に係る調査研

究 

新規 システム環境を第二期政府共通プラット

フォームから、ガバメントクラウドへ移

行することに先立ち、調査を経て要件定

義書、仕様書等を作成することで移行を

円滑にし、引き続き全国のＮＰＯ法人及

び所轄庁に対してシステムの利用促進、

特定非営利活動促進法に基づく諸手続の

デジタル化の推進を図る。 

― 34 

[34] 

― 国 内閣府政策統括

官（共生・共助

担当）付参事官

（共助社会づく

り推進担当） 

03-6257-1517 

 

５ 多世代参画による地

域活力プラットフォ

―ム構築調査事業 

継続 地域社会の高齢化等が進展する中で、地

域課題の解決に向けて、現役世代を含む

幅広い世代の住民の地域活動への参画を

促進する仕組みを構築する実証事業を実

施。 

― 65 

[65] 

― 中間支援組織

等 

内閣府政策統括

官（共生・共助

担当）付参事官

（総合政策推進

担当） 

 

６ 孤独・孤立対策推進

交付金 

継続 孤独・孤立対策の安定的・継続的な推進

に向けて、地方における官・民・ＮＰＯ

等の連携による地域の実情に応じた孤

独・孤立対策の推進を支援するととも

に、孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等

の運営能力の向上や活動基盤の整備に取

り組む中間支援組織を支援する。 

135 255 

[120] 

1/2、2/3 又は 

3/4 

地方公共団

体、NPO 法人 

等 

内閣府孤独・孤

立対策推進室 

03-3581-4537 

社会参加活躍支

援等孤独・孤立

対策推進交付金

の後継事業 

７ 地域における孤独・

孤立対策に関するＮ

ＰＯ等の取組モデル

調査 

継続 誰にでも起こり得る孤独・孤立の問題に

対しては、予防等の観点から、地域の多

様な主体の連携を通じた日常生活環境で

の緩やかなつながりや居場所の確保が重

要になるため、こうした孤独・孤立の予

防や早期対応に資するＮＰＯ等の取組モ 

デルを構築し、全国展開を図るととも

に、効果的な支援方法等の検討を行う。 

25 150 

[150] 

― 国 内閣府孤独・孤

立対策推進室 

03-3581-4537 
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８ 官民連携による被災

者支援体制整備等 

継続 都道府県域の災害中間支援組織の設置や

ボランティア・NPO等の民間主体の参画

に関する実態調査を行うとともに、被災

者支援団体への活動経費を一部助成する

ことにより、官民連携による被災者支援

体制を整備する。 

93 315 ― 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（普及・

防災教育・NPO

ボランティア連

携担当） 

03-5797-7924 

 

９ 官民連携による被

災者支援のネット

ワークの構築 

新規 「リーダー/サポーター研修」の実施や

「被災者援護協力団体登録制度の運用」

を通じて、平時から被災者支援に関わる

団体と人材の情報をデータベース化し、

また、都道府県域で設置された災害中間

支援組織の機能を強化して官民連携によ

るネットワークを構築する方策を検討す

る。 

― 440 

[440] 

― 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（普及・

防災教育・NPO

ボランティア連

携担当） 

03-5797-7924 

 

10 災害ケースマネジ

メントの普及・定

着 

継続 自治体と連携した平時からの体制構築

を目的としたモデル事業、全国協議会

を実施する。 

16 8 ― 内閣府 内閣府政策統括

官（防災担当）

付 

参事官（避難支

援担当）付 

03- 3593-2849 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 内閣府 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ ＮＰＯ等の「絆力

（きずなりょく）」

を活かした復興・被

災者支援事業 

継続 復興・被災者支援を図っていくため、

NPO 等が被災者と被災者、被災者と行

政、被災者と支援者等を結びつける「絆

力（きずなりょく）」を活かして復興・

被災者支援を行う取組※1 や、復興・被

災者支援を行う NPO 等の絆力を強化す

るための取組※2 に対して支援を実施。 

※1 被災者の心のケア、コミュニティ形

成、避難者支援、風評被害対策、復興・

被災者支援を行うＮＰＯ等の取組を、補

助事業終了後も継続できるよう、ノウハ

ウや情報の提供等によりサポートする中

間支援といった原子力災害からの復興に

向けた取組 

※2 原子力災害からの復興に向けた復

興・被災者支援を行う NPO 等が支援者等

と結びつくためのマッチング・交流等

（県が実施） 

53 91 2/3 左記※1 

NPO 法人、自

治会、社会福

祉法人、協議

会等 

左記※2 

福島県 

内閣府 

政策統括官(経

済社会システム

担当)付参事官

(社会基盤担当) 

03-6257-1514 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 こども家庭庁 

                                                                
 

連番 
事業名 

区

分 
施策・事業概要 

令和８年度予算

額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 利用者支援事

業 

 

 

継

続 

子育て家庭や妊産婦が、教育・

保育施設や地域子ども・子育て

支援事業、保健・医療・福祉等

の関係機関を円滑に利用できる

ように、身近な場所での相談や

情報提供、助言等必要な支援を

行うとともに、関係機関との連

絡調整、連携・協働の体制づく

り等を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

2/3 以内 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課 別途、重層

的支援体制

整備事業

（厚生労働

省）として

も実施 

２ 延長保育事業 

 

 

継

続 

保育認定を受けた子どもについ

て、通常の利用日及び利用時間

以外の日及び時間において、認

定こども園、保育所等において

保育を実施する。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

３ 放課後児童健

全育成事業 

 

 

継

続 

保護者が労働等により昼間家庭

にいない小学校に就学している

児童に対し、授業の終了後等に

小学校の余裕教室や児童館等に

おいて適切な遊び及び生活の場

を与えて、その健全な育成を図

る。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

４ 子育て短期支

援事業 

 

 

継

続 

保護者の疾病等の理由により家

庭における養育が一時的に困難

となった児童について、児童養

護施設等において必要な養育・

保護を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

５ 乳児家庭全戸

訪問事業 

 

継

続 

生後４か月までの乳児のいるす

べての家庭を訪問し、子育て支

援に関する情報提供や養育環境

等の把握を行うなど、乳児のい

る家庭と地域社会をつなぐ最初

の機会とすることにより、乳児

家庭の孤立化を防ぐことを目的

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  
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とする。 

６ 養育支援訪問

事業 

 

 

継

続 

養育支援が特に必要であると判

断される家庭に対して、保健

師・助産師・保育士等が居宅を

訪問し、養育に関する指導、助

言等を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

７ 地域子育て支

援拠点事業 

 

 

継

続 

地域において子育て支援拠点を

身近な場所に設置し、子育て親

子の交流促進や子育て等に関す

る相談の実施等を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課 別途、重層

的支援体制

整備事業

（厚生労働

省）として

も実施 

８ 一時預かり事

業 

 

 

継

続 

家庭において保育を受けること

が一時的に困難となった乳幼児

について、保育所その他の場所

において一時的に預かり、必要

な保護を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

９ 病児保育事業 

 

 

継

続 

病児について、病院・保育所等

に付設された専用スペース等に

おいて、看護師等が一時的に保

育等を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

10 子育て援助活

動支援事業

（ファミリ

ー・サポー

ト・センター

事業） 

 

継

続 

乳幼児や小学生等の児童を有す

る子育て中の保護者を会員とし

て、児童の預かり等の援助を受

けることを希望する者と当該援

助を行うことを希望する者との

相互援助活動に関する連絡、調

整を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業 と し て 実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事 業 と し て 実

施） 

1/3 市 区 町 村

（NPO 法人等

への委託可） 

各市区町村の担当課  

11 子ども・子育

て支援施設整

備交付金 

 

 

 

 

継

続 

放課後児童クラブ、病児保育施

設の施設整備（創設、改築、拡

張等）に係る経費の一部を補助

する。 

6,741 （9,900 の内

数）（うち補正

予算 832） 

2/9（待機児童

解消のための

整備の場合

1/2）、3/10 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜設置主体＞ 

市区町村、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

各市区町村の担当課  

12 

 

次世代育成支

援対策施設整

備交付金（う

継

続 

児童自立生活援助事業所、小規

模住居型児童養育事業所、地域

子育て支援拠点事業所、利用者

6,652 （16,088 の内

数）（うち補正

予算 9,436） 

定額（1/2 相

当） 

＜実施主体＞ 

都道府県又は

指定都市、中

実施主体の児童福祉担当課  
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ち、児童自立

生活援助事業

所、小規模住

居型児童養育

事業所、地域

子育て支援拠

点事業所、利

用者支援事業

所、子育て短

期支援事業

所、社会的養

護自立支援拠

点事業所、妊

産婦等生活援

助事業所、児

童育成支援拠

点事業所、一

時預かり事業

所、産後ケア

事業を行う施

設、児童発達

支援センタ

ー、児童発達

支援事業所及

び放課後等デ

イサービス事

業所、居宅訪

問型児童発達

支援事業所、

保育所等訪問

支援事業所及

び障害児相談

支援事業所に

係る施設整備

事業） 

支援事業所、子育て短期支援事

業所、社会的養護自立支援拠点

事業所、妊産婦等生活援助事業

所、児童育成支援拠点事業所、

一時預かり事業所、産後ケア事

業を行う施設、児童発達支援セ

ンター、児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業

所、居宅訪問型児童発達支援事

業所、保育所等訪問支援事業所

及び障害児相談支援事業所の施

設整備（創設、増築、増改築

等）に係る経費の一部を補助す

る。 

核市若しくは

市町村 

＜設置主体＞ 

NPO 法人、社

会福法人、医

療法人、日本

赤十字社、公

益社団法人、

一般社団法

人、公益財団

法人、一般財

団法人、営利

法人等 

13 就学前教育・

保育施設整備

交付金 

継

続 

保育所等の施設整備（創設、増

築、増改築等）に係る経費の一

部を補助する。 

22,932 （ 55,080 の 内

数）（うち補正

予算 30,618） 

定額（1/2 相

当） 

※「保育提供 

体制の確保の

ための実施計

画」の採択を

受ける等、一

定の嵩上げ要 

件を満たす場

合 2/3 相当 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

14 保育対策総合 継 地権者から整備候補地の公募・ (46,272 の内 (63,355 の内数) 1/2 ＜実施主体＞ 実施主体の保育担当課  
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支援事業費補

助金（うち、

民有地マッチ

ング事業） 

続 選考等を行うとともに、当該候

補地での保育園等整備を希望す

る法人の公募・選考等に必要な

経費の一部を補助する。 

数) (うち補正予算

16,945） 

都道府県 

市区町村 

都道府県等が

認めた者 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

15 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等改修

費等支援事

業） 

継

続 

保育所等の賃貸物件を活用して

設置する際や、幼稚園において

長時間預かり保育を実施する

際、認可外保育施設が認可保育

所等の設備運営基準を満たすた

めに必要な改修費等の一部を補

助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数)

（うち補正予算

3,076) 

1/2 

※「保育提供 

体制の確保の

ための実施計

画」の採択を

受ける等、一

定の嵩上げ要 

件を満たす場

合 2/3 相当 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

16 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可外保育施

設改修費等支

援事業） 

継

続 

認可外保育施設について、認可

保育施設等の設備の基準を満た

すために必要な改修費や移転費

等の費用を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

17 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

都市部におけ

る保育所等へ

の賃借料等支

援事業） 

継

続 

①賃借料が局地的に実勢と乖離

している地域の保育所につい

て、公定価格における賃借料加

算との乖離分を補助する。 

②保育所等の整備にあたり、土

地の確保が困難な都市部等での

保育所等の整備を促進するた

め、土地借料の一部を補助す

る。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 

※①特別区 

及び財政力指

数が 1.0 を超

える自治体②

原則の補助割

合で算出した

本事業の国庫

補助額が 1 億

円を超える自

治体以上の①

②を満たす場

合 1/3 

＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

18 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育士・保育

所支援センタ

ー設置運営事

業） 

継

続 

各地域における保育人材確保の

実効性を高めるため、保育士・

保育所支援センターにおいて、

地域の実情に応じた支援目標や

確実な根拠に基づく KPI を設

定、取組の事業効果を評価し、

見直し・改善・支援内容の充実

を図り、センターを基軸として

地域の保育人材確保のために総

合的に取り組む費用の一部を補

助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

指定都市 

中核市 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

19 保育対策総合 継 保育士の離職防止及び保育所等 (46,272 の内 (63,355 の内数) 1/2 ＜実施主体＞ 実施主体の保育担当課  
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支援事業費補

助金（うち、

保育士や保育

事業者等への

巡回支援事

業） 

続 の勤務環境改善を進めるため、

保育所等に勤務する保育士や保

育事業者及び放課後児童クラブ

を対象とした巡回相談等の支援

に要する費用の一部を補助す

る。 

数) (うち補正予算

16,945） 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

20 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち保

育環境改善等

事業） 

継

続 

保育所等において、障害児を受

け入れるために必要な改修等、

病児・病後児保育（体調不良児

対応型）の設備の整備等に必要

な経費の一部を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数)

（うち補正予算

305） 

1/2,1/3  ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

21 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

広域的保育所

等利用事業） 

継

続 

こども送迎センター等から保育

所等又は保育所等から屋外遊戯

場に代わる場所への児童の送迎

を実施するための費用の一部を

補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

22 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

家庭支援推進

保育事業） 

継

続 

家庭環境に対する配慮など保育

を行う上で特に配慮が必要とさ

れる児童を多数（40％以上）受

け入れている保育所に対して保

育士の加配を行う。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

23 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育利用支援

事業（入園予

約制）） 

継

続 

保護者が育児休業取得後に保育

の提供を受けることができるよ

う予約制の仕組みを設ける際に

必要な経費の一部を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

24 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

３歳児受入れ

等連携支援事

業） 

継

続 

小規模保育事業などを利用する

児童の３歳到達時における保育

園等への円滑な接続を図るた

め、保育所等において３歳児以

降の児童の受入れを重点的に行

い、小規模保育事業所等と積極

的に接続を行った場合に要する

費用や、複数の家庭的保育事業

者及び連携施設が保育環境の整

備や経営の効率化を共同で行う

体制作りを実施するための費用

の一部を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

25 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

医療的ケア児

保育支援事

業） 

継

続 

医療的ケアを必要とする児童

が、保育所等の利用を希望する

場合の受入体制整備を行うため

に必要な経費の一部を補助す

る。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 

※医療的ケア

児の受入れ体

制拡充のた

め、新たな保

育所等におい

て、医療的ケ

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課 令和２年度

までの事業

名：医療的

ケア児保育

支援モデル

事業 
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ア児の受入れ

を開始する自 

治体の場合

2/3 

※2/3 の国庫

補助率の対象

は、財政力指

数１未満の自

治体とし、そ 

の他の自治体

は国庫補助率

を 1/2 とす

る。 

ただし、経過

措置として、

令和 8 年度末

までは、「医療

的ケア児の受 

入れを開始す

る」要件を満

たす全ての自

治体の補助率

を 2/3 とす

る。 

26 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可外保育施

設の衛生・安

全対策事業） 

継

続 

認可外保育施設に従事する職員

に対して健康診断を実施するた

めの費用の一部を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/3 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

27 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可化移行調

査・助言指導

事業） 

継

続 

認可化するにあたり障害となっ

ている事由を診断するほか、指

導監督基準を満たしていない認

可外保育施設への指導を強化

し、移行するための計画書の作

成及び見直しに必要な費用の一

部を補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

28 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

認可化移行移

転費等支援事

業） 

継

続 

認可化するにあたり立地場所や

敷地面積の制約上、設備運営基

準を満たすことができない場合

の移転等に必要な費用の一部を

補助する。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 ＜実施主体＞ 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

29 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

継

続 

保育所等が遵守・留意すべき内

容や死亡事故等の重大事故の防

止に関する指導・助言を行う

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

実施主体の保育担当課  
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保育所等の質

の確保・向上

のための取組

強化事業） 

 

 

「巡回支援指導員」の配置に要

する費用や、保育所職員や巡回

支援指導員等に対して、遵守・

留意すべき内容や重大事故防止

に関して必要な知識、技能の修

得、資質の確保のための研修の

実施に必要な費用の一部を補助

する。 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

30 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

新たな待機児

童対策提案型

事業） 

継

続 

待機児童対策協議会に参加する

自治体が実施する待機児童解消

に向けた先駆的な取組であっ

て、こども家庭庁が適当と認め

た場合に費用の一部を補助す

る。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

3/4 都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

31 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

けるＩＣＴ化

推進等事業） 

継

続 

保育士の業務負担軽減を図るた

め、保育の周辺業務や補助業務

（保育に関する計画・記録や保

護者との連絡、こどもの登降園

管理等の業務、実費徴収等のキ

ャッシュレス決済）に係る ICT 

等を活用したシステムの導入費

用及び外国人の保護者とのやり

とりに係る通訳や翻訳のための

機器の購入にかかる費用の一部

を補助する。 

※ （1,346 の内

数）（うち補正

予算 1,346） 

1/2 都道府県、市

区町村 

＜ 委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

32 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

ける要支援児

童等対応推進

事業） 

継

続 

保育所等において、保育士等が

有する専門性を活かした保護者

の状況に応じた相談支援などの

業務を行う地域連携推進員の配

置を促進し、保育所等における

要支援児童等（要支援児童、要

保護児童及びその保護者等）の

対応や関係機関との連携の強

化、運営の円滑化を図る。 

(46,272 の内

数) 

(63,355 の内数) 

(うち補正予算

16,945） 

1/2 都道府県 

市区町村 

市町村等が認

めた者 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の保育担当課  

33 母子家庭等対

策総合支援事

業（ うち、ひ

とり親家庭等

生活向上事業

（こどもの生

活・学習支援

事業）） 

継

続 

放課後児童クラブ等の終了後

に、ひとり親家庭や低所得子育

て世帯等のこどもの生活習慣の

習得・学習支援等を行う事業。 

（20,315  の内

数） 

（ 17,996 の 内

数） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県、市

区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の児童福祉担当課 実施主体

は、事業の

全部又は一

部を NPO 法

人等に委託

可。 

34 ひとり親家庭

等のこどもの

食事等支援事

業 

継

続 

困窮するひとり親家庭等や要支

援世帯のこども等を対象とし

た、こども食堂など、こどもの

居場所や食への支援を行う。 

※ 1,520 

（うち補正予算

1,520） 

 

10/10 ＜実施主体＞ 

社会福祉法

人、ＮＰ Ｏ 

法人、公益法

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0183） 
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人等 

35 社会的養護経

験者等ネット

ワーク形成事

業 

継

続 

措置解除者等や虐待経験があり

ながらもこれまで公的支援につ

ながらなかった者等（以下「社

会的養護経験者等」という。）

やその支援者団体、社会的養護

自立支援拠点事業所及び児童相

談所等の関係機関が相互に交流

を深め、意見交換及び意見表明

を行う機会等を確保するための

ネットワークを構築すること

で、社会的養護経験者等が抱え

る課題等を把握・共有し、適切

な自立支援へつなげていく。ま

た、特別養子縁組を行った養子

及び養親（以下「特別養子縁組

当事者」という。）や、養子縁

組民間あっせん機関、児童相談

所等の関係機関が相互交流を図

るためのネットワークを構築す

ることで、特別養子縁組にかか

る現状や課題の把握、支援にか

かる好事例の共有等を通じて、

相互理解を深め、特別養子縁組

当事者に対する支援の強化を図

る。 

23 22 10/10 ＜実施主体＞

民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0149） 

 

36 社会的養護魅

力発信等事業 

 

継

続 

働く場所として児童養護施設等

の魅力等を発信するため、学生

等に向けた広報啓発活動や、各

施設等での職場体験等や施設職

員の就業継続を支援するなど、

人材確保に関する取組の強化を

図る。 

20 20 10/10 ＜実施主体＞ 

民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課（ 03-

6859-0149） 

 

37 ヤングケアラ

ー支援体制強

化事業（ヤン 

グケアラー実

態調査・研修

推進事業） 

継

続 

ヤングケアラーの実態調査又は

福祉・介護・医療・教育等の関

係機関職員がヤングケアラーに

ついて学ぶための研修等を実施

する地方自治体に対して、財政

支援を行う。 

（20,591 の内

数） 

（41,464 の内

数）（うち補正

予算 20,175） 

2/3 

※財政力指数

1.0 以上の自

治体は、補助

率 1/2。財政

力指数の低い

自治体につい

ては、当該取

組により捻出

できた予算の

範囲内で補助

額を増額する

場合がある。 

＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の児童福祉主管課等  
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38 ヤングケアラ

ー支援体制強

化事業（ヤン

グケアラー支

援体制構築事

業） 

継

続 

関係機関と民間支援団体等との

パイプ役となる「ヤングケアラ

ー・コーディネーター」の配

置、ピアサポート等の悩み相談

を行う支援者団体への支援オン

ラインサロンの設置運営･支援

や外国語対応が必要な家庭に対

する通訳派遣等を行う地方自治

体に対して、財政支援を行う。 

（20,591 の内

数） 

（41,464 の内

数）（うち補正

予算 20,175） 

2/3 

※財政力指数

1.0 以上の自

治体は、補助

率 1/2。財政

力指数の低い

自治体につい

ては、当該取

組により捻出

できた予算の

範囲内で補助

額を増額する

場合がある。 

＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の児童福祉主管課等  

39 ヤングケアラ

ー相互ネット

ワーク形成推 

進事業 

継

続 

表面化しにくいヤングケアラー

の孤独・孤立を防ぎ、継続した

相談・支援体制を構築するた

め、民間団体等で全国規模のイ

ベントやシンポジウム等を開催

し、地域ごとの当事者、支援者

同士の相互交流を促すことによ

り、ヤングケアラーの相互ネッ

トワークの形成を図る。 

11 11 10/10 ＜実施主体＞ 

法人（公募に

より選定） 

支援局虐待防止対策課（TEL03-6859-

0116） 

 

40 支援対象児童

等見守り強化

事業 

継

続 

こども宅食等の支援を行う民間

団体等と連携して、食事の提供

や学習支援等を通じ、こどもの

状況把握・見守りを行い、必要

な支援につなげることができる

体制の強化を推進する。また都

道府県を介した中間支援法人と

しての実地形態を導入し、より

多くの支援を必要とするこども

の把握、及び支援につなげる体

制の強化を図る。 

（20,591 の内

数） 

（41,464 の内

数）（うち補正

予算 20,715） 

2/3 

※財政力指数

1.0 以上の自

治体は、補助

率 1/2。財政

力指数の低い

自治体につい

ては、当該取

組により捻出

できた予算の

範囲内で補助

額を増額する

場合がある。 

＜実施主体＞ 

都道府県、市

区町村 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等 

実施主体の児童福祉主管課等  

41 地域少子化対

策重点推進交

付金 

継

続 

結婚、子育てに関する地方公共

団体の取組（結婚に対する取

組、結婚、妊娠・出産、子育て

に温かい社会づくり・気運醸成

の取組）を支援するとともに、

結婚に伴う新生活を経済的に支

援するため、地方公共団体が新

婚世帯を対象に家賃、引越費用

等を補助する取組を支援する。 

（1,000 の内

数） 

 （8,652 の内

数） 

（うち補正予算

7,652） 

⓵ライフデザ

イン・結婚支

援重点推進事

業（※１※

２）（一般メニ

ュー：2/3、重

点メニュー：

3/4）・結婚支

援コンシェル

ジュ事業：

(3/4）・結婚、

地方公共団体 

（NPO 法人等

への委託が可

能） 

実施主体の担当課  
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妊娠・出産、

子育てに温か

い社会づく

り・気運醸成

事業（一般メ

ニュー：1/2、

重点メニュ

ー：2/3） 

⓶結婚・妊

娠・共育ての

相談機会提

供・支援プロ

グラム （※

１）（一般コー

ス：1/2、都道

府県主導型市

町村連携コー

ス:2/3）（※

１）財政力指

数 1.0 以上の

自治体は、補

助率 1/2（※

２）財政力指

数の低い自治

体について

は、当該取組

により捻出で

きた予算の範

囲内で補助額

を増額する場

合がある。 

42 ベビーシッタ

ーの研修機会

の確保及び資

質向上事業 

継

続 

民間事業者が行う、ベビーシッ

ターが認可外保育施設指導監督

基準の有資格者要件を満たすた

めの研修や、有資格者要件を満

たしたベビーシッター向けの更

なる研鑽のための研修等の取組

に対し、補助を行う。 

35 35 定額 

（10/10 相

当） 

NPO、一般社

団法人、一般

財団法人等の

民間団体 

実施主体の担当課  

43 ひとり親家 

庭に対する 

プラットフォ

ーム構築事業 

継

続 

ひとり親家庭への支援に関する

ポータルサイトの作成・運用を

行うことで、支援を必要とする

ひとり親家庭が必要な情報にア

クセスしやすい環境の整備を図

るとともに、様々な広告媒体を

活用した広報啓発等を行う。 

28 27 定額 法人（ 公募

により決定） 

実施主体の担当課  

44 保育対策総合 継 保育所における２歳児に限り、 (46,272 の内 (63,355 の内数) 1/2 ＜実施主体＞ 実施主体の保育担当課  
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支援事業費補

助金（うち、

保育所等にお

ける２歳児の

減少を受けた

事業実施に対

する支援事

業） 

続 年度の当初あるいは途中に比

べ、やむを得ない事情により利

用児童数が減少してしまうよう

なケースが生じた場合、地域の

在宅低年齢児に対する相談支援

を実施するための経費を補助す

る。 

数) (うち補正予算

16,945） 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO法人等 

45 子育て世帯訪

問支援事業 

継

続 

訪問支援員が、家事・育児等に

対して不安・負担を抱えた子育

て家庭、妊産婦、ヤングケアラ

ー等がいる家庭の居宅を訪問

し、家庭が抱える不安や悩みを

傾聴するとともに、家事・育児

等の支援を実施する。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業として実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事業として実

施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

46 児童育成支援

拠点事業 

継

続 

養育環境等に課題を抱える、家

庭や学校に居場所のない児童等

に対して、当該児童の居場所と

なる場を開設し、児童とその家

庭が抱える多様な課題に応じ

て、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食

事の提供等を行うとともに、児

童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関係機関へのつなぎを行

う等の個々の児童の状況に応じ

た支援を包括的に提供する。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業として実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事業として実

施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

47 親子関係形成

支援事業 

継

続 

児童との関わり方や子育てに悩

みや不安を抱えている保護者及

びその児童に対し、講義やグル

ープワーク、ロールプレイ等を

通じて、児童の心身の発達の状

況等に応じた情報の提供、相談

及び助言を実施するとともに、

同じ悩みや不安を抱える保護者

同士が相互に悩みや不安を相

談・共有し、情報の交換ができ

る場を設ける等その他の必要な

支援を行う。 

（216,335 の内

数）（地域子ど

も・子育て支

援事業の一事

業として実

施） 

（202,357 の内

数）（うち補正

予算 1,093）（地

域子ども・子育

て支援事業の一

事業として実

施） 

1/3 市町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各市区町村の担当課  

48 こどもの居場

所づくり支援

体制強化事業 

継

続 

地方自治体におけるこどもの居

場所づくりの実態調査・把握や

広報啓発活動等の支援を行うと

ともに、NPO 法人等が創意工夫

して行う居場所づくりやこども

の可能性を引き出す取組への効

果的な支援方法等を検証するた

― （507 の内数）

（うち補正予算

507） 

モデル事業以

外 1/2 

 

モデル事業

10/10 

地方公共団体

(NPO 法人等

への委託が可

能) 

 

NPO法人等の

民間団体

各地方公共団体担当課（地方公共団体から

委託を受けて実施する場合） 

 

こども家庭庁成育局成育環境課（全国展開

するオンラインの居場所の取組を行う場

合） 

03-6861-0229 
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めのモデル事業を継続して行

う。 

（ 全国展開

するオンライ

ンの居場所の

取組のみ） 

seiikukankyou.ibasho@cfa.go.jp 

49 里親支援セン

ター等人材育

成事業 

継

続 

質の高い里親養育を実現するた

め、児童相談所や里親支援セン

ターのみならず、ＮＰＯ法人等

の民間フォスタリング機関、乳

児院・児童養護施設等のそれぞ

れの「強み」を最大限に活用し

ながら、地域の実情に応じて支

援体制を構築していくことが必

要であり、このような支援体制

の構築に向けて、児童相談所や

里親支援センター、ＮＰＯ法人

等の民間フォスタリング機関、

乳児院・児童養護施設等の職員

を対象とした研修事業の実施や

全国的なフォーラムの開催を支

援する。 

また、里親支援センターにおい

ては、第三者評価の受審及び自

己評価並びにそれらの結果の公

表を義務づけられることとなる

ため、第三者評価機関の職員を

対象とした研修事業の実施を行

う。 

80 77 10/10 ＜実施主体＞ 

法人（公募に

より選定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

03-6859-0174 

kateifukushi.youikushien@cfa.go.jp 

 

50 妊産婦等生活

援助事業 

継

続 

家庭生活に困難を抱える特定妊

婦や出産後の母子等に対する支

援の強化を図るため、一時的な

住まいや食事の提供、その後の

養育等に係る情報提供や、医療

機関等の関係機関との連携を行

う。 

― ― 1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

指定都市 

中核市 

児童相談所設

置市 

市及び福祉事

務所設置町村 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財 

団・任意体等

の非営利団体

含む） 

実施主体の児童福祉担当課  

51 社会的養護自

立支援拠点事

業 

継

続 

社会的養護経験者や虐待経験が

ありながらもこれまで公的支援

につながらなかった者等（以下

「社会的養護経験者等」とい

― ― 1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

指定都市 

児童相談所設

こども家庭庁支援局家庭福祉課（03-6859-

0149） 
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う。）の孤立を防ぎ、社会的養

護経験者等を必要な支援に適切

につなぐため、設備を整え、相

互の交流を行う場所を開設し、

必要な情報の提供、相談・助

言、これらの者の支援に関連す

る関係機関との連絡調整を行う

とともに、帰住先を失っている

場合などに、一時的に滞在し、

状況が安定するまでの間、居住

支援、生活支援を行う。 

置市 

＜委託先＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財 

団・任意体等

の非営利団体

含む） 

52 母子家庭等対

策総合支援事

業（うち、地

域こどもの生

活支援強化事

業） 

継

続 

多様かつ複合的な困難に直面す

るこどもたちに対し、安心安全

で気軽に立ち寄ることができる

食事等の提供場所を設けるとと

もに、支援を必要としているこ

どもを早期に発見し、適切な支

援につなげる事業。 

（20,315 の内

数） 

（17,996 の内

数） 

2/3 

※財政力指数

1.0 以上の自

治体は、補助

率 1/2。財政

力指数の低い

自治体につい

ては、当該取

組により捻出

できた予算の

範囲内で補助

額を増額する

場合がある。 

＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先及び

間接補助対象

＞ 

ＮＰＯ法人等

（一般社団・

一般財団・任

意団体等の非

営利団体含

む） 

実施主体の児童福祉担当課等  

53 「はじめの100 

か月の育ちビ

ジョン」を踏

まえた取組の

推進（うち

「はじめの100 

か月の育 

ちビジョン」

地域コーディ

ネーターの養

成） 

名

称

変

更 

「はじめの100 か月の育ちビジ

ョン」を踏まえ、各地域におい

て、乳幼児や保護者と地域の

人々をつなぐなど、具体的な活

動を推進する地域コーディネー

ターを全国的に養成するため、

実証地域におけるモデル事例の

創出と、当該事例の全国展開に

向けた取組を進める。 

※ （162 の内数）

（うち補正予算 

162） 

委託事業であ

り、申請金額

の査定あり 

全体統括事業

者、自治体・

民間団体等12

か所程度 

こども家庭庁 

成育局 

成育基盤企画課 

指針係 

０３－６８６１－００５９ 

seiikukiban.shishin@cfa.go.jp 

旧事業名： 

「幼児期ま 

でのこども 

の育ちに係 

る基本的な 

ビジョン」 

策定を見据 

えた具体的 

な取組推進 

54 特定妊婦等支

援機関ネット

ワーク形成事

業 

継

続 

妊産婦等生活援助事業所の設置

促進・機能強化を行うととも

に、妊産婦等生活援助事業所の

ほか、市町村や児童相談所、児

童福祉施設、医療機関等の関係

機関が連携し、家庭生活に支障

が生じている特定妊婦や出産後

の母子等（以下「特定妊婦 

等」という。）への支援につい

ての課題等を把握・共有するこ

とで、特定妊婦等への理解をよ

― 63（うち補正予

算 47） 

10/10 法人（公募に

より選定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 03 -6859 

-0174 

kateifukushi.youikushien@cfa.go.jp 
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り深め、支援が必要な特定妊婦

等が安心した生活を行うことが

できる社会の実現を図る。 

55 虐待・貧困に

より孤立し

様々な困難に

直面する学生

等へのアウト

リーチ支援 

継

続 

親からの虐待や貧困家庭である

ことに起因して孤立し生活困窮

や心身の不調等の様々な困難に

直面する学生等に対し、企業や

一般からの寄付等に基づく生活

援助物資をアウトリーチ型で配

布すること等により、脆弱な生

活基盤の支えとするとともに、

生活援助物資の配布等をきっか

けとして更なる相談支援へとつ

なげていくことを目的とした取

組に対し補助を行うことで、こ

ども・若者支援の機会の充実を

図る。 

 

（20,591 の内

数） 

 

(41,464の内数)

（うち補正予算

20,715） 

 

1/2 都道府県・指

定都市（委託

先：団体［一

般社団・一般

財団・任意団

体等の非営利

団体含む］） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課相談支

援係 03-6859-0117 

gyakutaiboushi.houkatsushien@cfa.go.jp 

 

56 こども若者シ

ェルター・相

談支援事業 

継

続 

親からの虐待等に苦しむ 10 代

〜20 代のこども・若者は、一

時保護や施設入所等を望まない

（あるいは年齢により対象とな

らない）場合もある一方で、家

庭内での虐待の状況等に応じた

様々なニーズを抱えており、こ

うしたこども若者を支えるため

には、一時保護や施設入所等に

代わる新たな居場所、支援スキ

ームが必要となっている。 

こうしたこども若者視点からの

新たなニーズへの対応として、

家庭等に居場所がないこども・

若者がそのニーズにあわせて必

要な支援を受けられ、宿泊もで

きる安全な居場所（こども若者

シェルター）を確保する。 

（20,591 の内

数） 

 

（41,464 の内

数）（うち補正

予算 20,715） 

1/2 都道府県・指

定都市・児童

相談所設置市

（ＮＰＯ等の

民間団体への

委託可） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課相談支

援係 03-6859-0117 

gyakutaiboushi.houkatsushien@cfa.go.jp 

 

57 見守り体制強

化促進のため

の広報啓発事

業 

継

続 

要支援児童等を対象に養育環境

の把握や食事の提供等を行い、

地域における見守りの担い手と

なっている NPO 法人等に対し

て、広域的に運 

営支援、物資支援等を行う民間

団体が、ネットワークの中での

好事例を集約・周知することで

地域の見守り体制強化の促進に

寄与することを目的とする。 

8 10 定額 民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課調整係 

03-6859-0103 

jidounetwork@cfa.go.jp 
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58 放課後児童ク

ラブ利用手続

き等に関わる 

DX推進実証事

業 

継

続 

放課後児童クラブDXを推進する

ためのコンソーシアム（構成

員：市町村、放課後児童クラブ

運営法人、事業所、開発ベンダ

ー等）を設置する市町村に対し

て、業務要件定義の検討やアプ

リケーションの開発等の実証に

係る経費を補助する。 

※ （54 の内数）  

（うち補正予算

54） 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

59 放課後児童ク

ラブ待機児童

対策実証等事

業 

名

称

変

更 

放課後児童クラブの待機児童が

生じている自治体が実施する、

放課後児童クラブに勤務する職

員の確保に係る先駆的な取組や

民間事業者による放課後児童健

全育成事業への参入を促進する

事業の実施等に必要な経費を補

助する。 

71 ― 10/10 都道府県、市

区町村(NPO法

人等への委託

が可能) 

各都道府県、市区町村の担当課 放課後児童 

クラブ職員 

確保・民間

事業者参入

支援事業の

名称変更 

60 放課後児童ク

ラブ等におけ

る性被害防止

対策に係る設

備等支援 

継

続 

放課後児童クラブ等におけるパ

ーテーション・簡易扉・簡易更

衣室及びカメラ、人感センサー

ライト等の設備の購入や更新費

用を補助することを通じ、性犯

罪防止対策を支援する。 

※ （55 の内数）  

（うち補正予算

55） 

10/10 市区町村(NPO

法人等への委

託が可能) 

各市区町村の担当課  

61 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち人

口減少地域に

おける保育機

能確保・強化

のためのモデ

ル事業） 

継

続 

認可保育所等で行う地域の人々

も交えた様々な取組を支援し、

具体的な取組内容や運用上の工

夫、財政面も含めた運営上の課

題など、今後の保育所の多機能

化に向けた効果等を検証し、地

域における保育機能の確保・強

化を図るためのモデルを構築す

るために必要な経費を補助す

る。 

また、自治体における将来的な

保育ニーズなどを踏まえた地域

分析のモデルを構築するために

必要な経費を補助する。 

※ 

 

（293 の内数） 

（うち補正予算

293） 

 

3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県、市

区町村 

＜委託先＞ 

NPO法人等 

実施主体の担当課  

62 保育対策総合

支援事業費補

助金（うち保

育ICTラボ事

業） 

継

続 

全国複数拠点において、民間事

業者等が自治体と連携し、①先

端的な保育ICT のショーケース

化②ICT に関する相談窓口・人 

材育成③ネットワーク形成・普

及啓発をパッケージとして行う

モデル的な取組（「保育ICT ラ

ボ」）を行うための経費を支援 

する。 

※ （207 の内数） 

（うち補正予算

207） 

10/10 ＜実施主体＞

民間団体（公

募により選

定） 

こども家庭庁成育局保育政策課（03-6858-

0058）hoiku-dx@cfa.go.jp 

 

63 性と健康の相 継 【必須事業】 （5,643 の （5,765 の内 1/2 地方公共団体 実施主体の事業担当課  
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談センター事 

業 

続 （１）不妊症・不育症や予期せ

ぬ妊娠を含む妊娠・出産、思春

期や性の悩み等を有する男女へ

の専門的な相談指導 

（２）不妊治療と仕事の両立に

関する相談対応 

（３）生殖や妊娠・出産に係る

正しい知識等に関する講演会・

出前講座（教育機関・企業等へ

の講師派遣）の開催 

（４）相談指導を行う相談員の

研修養成（企業等向けのプレコ

ンセプションケアに関するもの

も含む）（※） 

（５）男女の性や生殖、妊娠・

出産、不妊治療等に関する医学

的・科学的知見の普及啓発

（※） 

【重点事業】 

（６）学校で児童・生徒向けに

性・生殖に関する教育等を実施

する医師や助産師等の研修会実

施等の支援 

（７）基礎疾患のある妊産婦等

への妊娠と薬に関する相談支援

（R6～） 

（８）医療機関等に委託するプ

レコンセプションケアに関する

相談支援（R6 補正～） 

（９）SNS を活用したオンライ

ン相談対応（夜間対応含む） 

【一般事業】 

（10）性と健康の相談支援セン

ターや委託先となっている医療

機関等のオンライン相談の初期

設備整備（R6 補正～） 

（11）特定妊婦等に対する産科

受診等支援（性感染症などの疾

病等に関する受診を含む。） 

（12）若年妊婦等に対するアウ

トリーチによる相談支援、緊急

一時的な居場所の確保 

（13）出生前遺伝学的検査

（NIPT）に関する専門的な相談

支援 

（14）HTLV-1 等母子感染対策

内数） 数） ※地方版プレ

コンセプショ

ンケアを策定

し、プレコン

サポーターの 

活用を位置付

けている自治

体であって、

かつ、必須事

業及び重点事

業を全て実施 

した場合、必

須事業及び重

点事業の補助

率を嵩上げ 

上記要件に加

えて、財政力

指数１未満の

自治体の場合 

2/3（一般事業

は嵩上げな

し） 

（NPO 法人等 

への委託が可 

能） 
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協議会の設置等 

（15）不妊症・不育症患者等の

支援のためのネットワーク整備 

64 入院中のこど

もの家族の付 

添い等に関す 

る環境改善事 

業 

継

続 

入院中のこどもの家族の環境整

備の取組等の充実を図り、こど

もや家族が安心して入院するこ

とができる環境改善を行う。 

― （233 の内数） 

（うち補正予 

算 233） 

1/2 地方公共団体 

（NPO 法人等 

への委託が可 

能） 

実施主体の事業担当課  

65 こどもの居場 

所づくりコー 

ディネーター 

配置等支援事 

業 

継

続 

こどもの視点に立った多様な居

場所づくりが行われるよう、地

方自治体におけるこどもの居場

所づくりの支援体制の構築等に

必要な「こどもの居場所づくり

コーディネーター」の配置等の

支援を行う。 

662 882 1/2 地方自治体 

（NPO 法人等 

への委託が可 

能） 

実施主体の事業担当課（地方公共団体から

委託を受けて実施する場合） 

 

66 乳児等のため

の支援給付交

付金 

新

規 

子ども・子育て支援法に基づ

き、市町村が支給する乳児等の

ための支援給付の支給に要する

費用を負担することにより、全

てのこどもの育ちを応援し、こ

どもの良質な成育環境を整備す

るとともに、全ての子育て家庭

に対して、多様な働き方やライ

フスタイルにかかわらない形で

の支援を強化することを目的と

する。 

34,882 ― 3/4 地方公共団 

体 (NPO法人

等への委託が

可能) 

実施主体の保育担当課  

67 企業等の活力

を活かした小

学生の預かり

機能構築モデ

ル事業 

新

規 

企業等の民間の創意工夫を活か

した預かりの場や、職域や地域

に密着した小学生の居場所を構

築するための環境整備に係る実

証的な取組を行う。 

― （1,000 の内

数） 

（うち補正予 

算 1,000） 

10/10 民間団体、地 

方自治体

（NPO 法人等 

への委託が可

能） 

実施主体の事業担当課（地方公共団体から

委託を受けて実施する場合） 

または 

こども家庭庁成育局成育環境課 

03-6861-0303 

seiikukankyou.kenzen@cfa.go.jp 

 

68 子育て短期支

援事業機能強

化モデル事業 

新

規 

新たな施設や里親等での受皿の

確保、多様な児童が利用できる

ような受皿の拡充を推進するた

め、設定したテーマに対する事

業を実践し、アウトプット評価

の実施を行い、取組事例として

横展開を行うことで、子育て短

期支援事業の機能強化を図る。 

― （50 の内数） 

（うち補正予算

50） 

2/3 地方自治体 

（NPO 法人等

への委託が可

能） 

実施主体の事業担当課（地方公共団体から

委託を受けて実施する場合） 

 

69 地域における

若者支援コー

ディネート事

業 

新

規 

官民が連携し、困難を有する若

者とのコンタクトポイントを確

保して効果的に相談につなげる

ための信頼関係を構築するとと

もに、必要な支援を提供するた

めのコーディネートを、子ど

― 297 

(うち補正予算 

297) 

2/3,10/10 地方公共団 

体(NPO 法人 

等への委託 

可能) 

実施主体の事業担当課  
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も・若者総合相談センター、こ

ども家庭センター等の地域の機

関・団体等において行う場合、

補助を行う。 

70 ひとり親家庭

等相談支援従

事者人材育成

研修事業 

新

規 

母子・父子自立支援員を中心と

したひとり親家庭等支援に従事

する相談員に対して研修を実施

し、相談支援従事者の質の向上

を図ることで、相談支援体制を

更に強化する。 

― 20 

(うち補正予算 

20) 

10/10 法人（公募に 

より選定） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

03-6859-0183 

kateifukushi.seikatsushien@cfa.go.jp 

 

71 民間企業等に

よる自治体と

連携したヤン

グケアラーへ

の食支援事業 

新

規 

学校や関係機関が把握したヤン

グケアラーの家庭に食支援を提

供することで関係構築の「きっ

かけ」を作り、実態把握の取組

に補助をする。 

― 20 

(うち補正予算 

20) 

10/10 民間法人・公

益法人等（公

募により選

定） 

こども家庭庁支援局虐待防止対策課 

03-6859-0116 

gyakutaiboushi.houkatsushien@cfa.go.jp 

 

72 里親支援セン

ター設置促進

等支援事業 

新

規 

改正児童福祉法において創設さ

れた里親支援センターについ

て、自治体（都道府県・指定都

市・児童相談所設置市）での設

置促進・機能強化を支援するこ

とにより、里親等委 

託の更なる推進及び里親家庭等

に対する支援の充実を図る。 

― 100 

（うち補正予 

算 100） 

10/10 

※委託費の 

上限額内で 

交付 

国（委託によ

り実施） 

こども家庭庁支援局家庭福祉課 

03-6859-0174 

kateifukushi.youikushien@cfa.go.jp 

 

73 法定協議会の

効果的な運営

に向けたモデ

ル事業 

新

規 

法定協議会の実効性を高めるた

め、自殺対策に係る活動を行う

民間団体等と連携を図りつつ、

協議会の円滑な立ち上げや効果

的な運営等のモデルの構築や、

こどもの自殺対策に関する相談

窓口を設置することにより、運

営に係る課題や支援の事例等を

把握する。 

64 120 

（うち補正予 

算 120） 

10/10（委託 

費） 

地方公共団 

体（一部を 

NPO 法人等民

間団体等への

委託等可能） 

こども家庭庁支援局総務課こどもの自殺対

策推進室 

03-3539-8352 

 

74 地域ネットワ

ーク構築によ

るこども支援

事業 

新

規 

いじめや不登校をはじめ、学校

に関係するこどもの多様な悩み

や、その背景にある課題に対応

するため、首長部局、学校・教

育委員会、福祉・医療・保健等

の専門機関、NPO等の地域にお

ける関係機関のネットワーク構

築を図り、こどもやその保護者

の悩みの解消に向けた取組を推

進する。 

― （769 の内数） 

（うち補正予 

算 769） 

10/10（委託 

費） 

地方公共団 

体（一部を

NPO 法人等民

間団体等への

委託等可能） 

実施主体の事業担当課  

 

※  R7 年度予算からの繰り越し分がある。 



25 
 

 

通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 法務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 刑務所出所者等の住

居確保（更生緊急保

護等の委託） 

継続 適当な住居のない刑務所出所者等につい

て、保護観察所の長が更生保護事業を営

む者等に委託して宿泊場所の供与等を実

施する。 

（5,598 の内数） （5,544 の内数） ― 国 保護局 

更生保護振興課 

03-3580-4111 

（内 4302） 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 外務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 日本 NGO 連携無償資

金協力 

継続 日本の NGO が開発途上国・地域で実施する経

済・社会開発事業及び緊急人道支援事業に外

務省が資金協力するもの。 

（無償資金協力

153,100 の内数） 

（無償資金協力

151,440 の内数） 

 

上限 1 億円
（ジャパン・プ

ラットフォーム

事業を除く） 

NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

２ NGO 事業補助金 継続 日本の NGO が海外で実施する開発協力事業に

関連し、プロジェクトの形成、プロジェクト

後の評価、および国内外における会議開催等

の事業に要する経費に対し補助金を交付する

もの。 

4.71 5.71 総事業費の

1/2 以下（上

限 200 万円） 

NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

３ NGO 活動環境整備事

業 

継続 日本の NGO の組織体制・事業実施能力強化や

専門性向上を目的として、①NGO 相談員、②

NGO インターン・プログラム、③NGO スタデ

ィ・プログラム、④NGO 研究会等を行うも

の。 

63.84 64.95 ― NPO・NGO 外務省 

NGO 協力推進

室 

 

４ JICA 草の根技術協力

事業 

継続 日本の NGO 等が提案する現地住民の生活改

善・生計向上に裨益することを目的とした技

術協力事業を実施するもの。 

（JICA 運営費交付

金等 150,030 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

上限額まで（1

億円【ﾊﾟｰﾄﾅｰ

型】、1000 万円

【支援型】） 

NPO・NGO JICA 

国内事業部 

市民参加推進

課 

 

５ JICANGO 等活動支援

事業 

継続 日本の NGO 等に対し、能力強化を目的とし、

①JICA が企画する研修（事業マネジメント

等）、②NGO 等のニーズに応じて NGO 等から提

案型の研修を行うもの。 

（JICA 運営費交付

金等 150,030 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

① ― 

② 上限額まで
(1,500万円) 

NPO ・NGO JICA  

国内事業部 

市民参加推進

課 

 

６ JICA 本邦安全対策研

修 

継続 昨今の世界的な治安情報の変化を踏まえ、ODA 

事業に関連する企業・団体・NGO 等（JICA と

契約関係にない国際協力事業関係者を含む）

に、安全対策研修（渡航者向け・テロ対策実

技訓練）を実施するもの。 

（JICA 運営費交付

金等 150,030 の内

数） 

（JICA 運営費交付

金等 148,380 の内

数） 

― JICA JICA  

安全管理部 

計画・安全啓

発課 

 

７ 海外派遣助成 継続 日本の芸術や文化の海外への紹介や文化芸術

分野における国際的な貢献を目的として、海

外において公演、講演、デモンストレーショ

ン、ワークショップ等の文化芸術事業を実施

するため、海外に渡航する芸術家や日本文化

諸分野の専門家等に対し、経費の一部を助成

するもの。 

（国際交流基金 

運営費交付金

12,263 の内数） 

（国際交流基金 

運営費交付金

11,738 の内数） 

－ 一定の要件を

満たす日本国

内の団体

（NPO 法人を

含む）又は個

人 

国際交流基金 

文化事業部 

舞台芸術チー

ム 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 文部科学省 

                                                                
 

連番 

事業名 
区

分 
施策・事業概要 

令和８年度予算

額 

(百万円) 

令和７年度予算

額 

(百万円) 

補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ ユネスコ未来共創プ

ラットフォーム for 

2030 ～UNESCOnnect

～事業 

継

続 

国際社会が一致して取り組む SDGs の達

成年限である 2030 年に向けて、多分野

にわたるユネスコ活動の横のつながり

と、SDGs の実現に向けて積極的に取り

組む多様なステークホルダーの連携、活

動成果の国内外への発信等を一体的に推

進することを目的としたプラットフォー

ムを構築・運営する。また、SDGs 達成

の担い手であるユースのユネスコ活動へ

の主体的な参画を促すことにより、ユー

スのネットワークを強化し、ユースの声

をユネスコ活動に反映するとともに、そ

の成果を国内外に発信する。 

 

139 148 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

公益法人、

民間企業、

NPO 法人等 

文部科学省 

国際統括官付 

03-5253-4111 

（内 2602） 

 

２ 教師の養成・採用・

研修の一体的改革推

進事業 

継

続 

教師が教職生涯にわたって資質能力（自

律的に学ぶ姿勢を持ち、時代の変化や自

らのキャリアステージに応じて求められ

る資質能力を生涯にわたって高めていく

ことのできる力や、多様な専門性を持つ

人材と効果的に連携・分担し、組織的・

協働的に諸課題の解決に取り組む力な

ど）を向上させていく効果的な仕組みの

構築に資するため、大学・教育委員会・

民間教育事業者等を活用した委託研究等

を行うことにより、教師の養成・採用・

研修を通じた改革を推進する。 

36 

 

37 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

大学、地方

公共団体、

民間教育事

業者、NPO

法人等 

初等中等教育局 

教育職員政策課 

03-5253-4111 

(内 2456） 

 

３ 地域と学校の連携・

協働体制構築事業 

継

続 

コミュニティ・スクール（学校運営協議

会制度）と地域学校協働活動を一体的に

推進するとともに、幅広い地域住民等の

参画による学習支援・体験活動等の取組

を行う自治体を支援する。（「学校を核と

した地域力強化プラン」のメニュー事

業） 

（7,052 の内

数） 

（7,052 の内

数） 

1/3 地方公共団

体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3260） 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 
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４ 地域における学びを

通じたステップアッ

プ支援促進事業 

継

続 

高校中退者等を対象に、地域資源（高

校、サポステ、ハローワーク等）を活用

しながら社会的自立を目指し、高等学校

卒業程度の学力を身に付けさせるための

学習相談及び学習支援等を実施する地方

公共団体の取組を支援する。 

（「学校を核とした地域力強化プラン」

のメニュー事業） 

9 9 1/3 地方公共団

体 

総合教育政策局 

生涯学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3253) 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 

５ 地域における家庭教

育支援基盤構築事業 

  

継

続 

  

家庭教育支援チームの組織化による保護

者への学習機会や情報の提供に加え、個

別の支援が必要な家庭に寄り添った相談

対応の実施や、それに対応するためのチ

ーム員等に対する研修の強化への支援な

どを通じて、家庭教育支援を実施する自

治体を支援する。 

（「学校を核とした地域力強化プラン」

のメニュー事業）  

（68 の内数） （68 の内数） 1/3 地方公共団

体  

総合教育政策局  

地域学習推進課  

03-5253-4111  

(内 3467） 

実施主体である

地方公共団体

が、一部業務を

NPO 法人等に委

託可。 

 

６ （独）国立青少年教

育振興機構「子ども

ゆめ基金」助成事業 

継

続 

（独）国立青少年教育振興機構におい

て、未来を担う夢を持った子供の健全育

成を推進するため、NPO 法人等の民間団

体が実施する様々な体験活動や読書活動

等への助成を行う。 

（7,677 の内

数） 

（7,703 の内

数） 

定額（限度

額：全国規

模 600 万

円、都道府

県規模 200

万円、市区

町村規模

100 万円） 

NPO 法人、

公益法人な

どの青少年

教育に関す

る事業を行

う民間の団

体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 2650） 

 

７ 体験活動等を通じた

青少年自立支援プロ

ジェクト 

継

続 

青少年のリアルな体験活動の機会の充実

を図るため、普及啓発、調査研究、教育

的効果の高い長期自然体験活動の構築を

図るとともに、青少年を対象に優れた取

組を行っている企業を表彰する。 

67 71 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、NPO 法

人等 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

（内 2971） 

 

８ 青少年を取り巻く有

害環境対策の推進事

業 

継

続 

近年、様々なインターネット接続機器の

普及に伴い、SNS 等の利用によるトラブ

ルや犯罪被害の発生、長時間利用による

生活リズムの乱れ等が問題となってい

る。今後、学校・社会全体のデジタル化

が更に進展することが予想される中で、

青少年やその保護者等がインターネット

等を適切に活用できるようにする取組を

推進する。 

また、アルコール、薬物、ギャンブル等

に関する依存症等について、青少年の健

全育成の観点から、適切な理解に資する

取組や、予防教育の実施を推進する。  

21 21 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、民間企

業、NPO 法

人等 

総合教育政策局 

男女共同参画共 

生・社会学習・安全課 

03-5253-4111 

(内 2695） 
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９ 次世代科学技術チャ

レンジプログラム 

継

続 

理数系に優れた意欲や突出した能力を有

する全国の小学生から高校生等を対象

に、その能力等のさらなる伸長を図る特

別な教育プログラムを提供する NPO 法人

を含む機関を支援する。 

926 937 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、高

専、科学

館、NPO 法

人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構理数学習推進部 

048-226-5669 

令和７、８年度

予算額は運営費

交付金中の推計

額。 

 

10 女子中高生の理系進

路選択支援プログラ

ム 

継

続 

女子中高生の理工系分野への興味・関心

を高め、理工系分野への進学を促進する

ため、科学技術分野で活躍する女性研究

者等との交流機会の提供や地域や企業等

と連携した取組等を実施する NPO 法人を

含む機関を支援する。 

92 79 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、高

専、科学

館、NPO 法

人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構理数学習推進部 

048-226-5671 

複数機関との共

同実施体制の構

築が必要。 

なお、令和７、

８年度予算額は

運営費交付金中

の推計額。 

11 社会技術研究開発事

業 

継

続 

人文・社会科学及び自然科学の様々な分

野の知見を活用し、広く社会の関与者の

参画を得た研究開発により社会の具体的

問題を解決し、成果の社会実装等を一層

推進するため、NPO 法人を含む団体等の

取組を支援する。 

（1,436 の内

数） 

（1,686 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、地方

公共団体、

NPO 法人等 

国立研究開発法人科学技術

振興機構社会技術研究開発

センター 

03-5214-0132 

令和７、８年度

予算額は運営費

交付金中の推計

額。 

 

12 スポーツ振興くじ助

成 

（総合型地域スポー

ツクラブ活動助成、

将来性を有する競技

者の発掘及び育成活

動助成、スポーツ団

体スポーツ活動助成) 

継

続 

（独）日本スポーツ振興センターが販売

するスポーツ振興くじの収益により、

NPO 法人を含むスポーツ団体及び地方公

共団体が行う主に地域のスポーツ振興を

目的とする事業に対して助成を実施す

る。 

未定 （6,697 の内

数） 

①総合型地

域スポーツ

クラブ活動

助成：9/10 

②将来性を

有する競技

者の発掘及

び育成活動

助成：4/5 

③スポーツ

団体スポー

ツ活動助

成：2/3～

9/10 

NPO 法人を

含むスポー

ツ団体及び

地方公共団

体 

（独）日本スポーツ振興セ

ンター 

03-5410-9180 

kujijosei@jpnsport.go.jp 

助成対象事業の

実施期間は、毎

年 4 月 1 日から

翌年 3 月 31 日

までの 1 年間。 

助成対象事業の

募集は、当該事

業年度の前年度

11 月頃に開始予

定。 

助成内容は、各

助成事業の必要

性や助成財源の

規模等により、

毎年度見直され

る可能性あり。 

詳細は独立行政

法人日本スポー

ツ振興センター

の HP 参照。 

13 スポーツ振興基金助

成 

（スポーツ団体選手

強化活動助成、スポ

ーツ団体大会開催助

継

続 

（独）日本スポーツ振興センターが運用

するスポーツ振興基金（民間からの寄附

金を原資）の運用益や国からの交付金等

により、NPO 法人を含むスポーツ団体が

行う競技力向上を目的とした強化活動、

未定  (785 の内数） 2/3 NPO 法人を

含むスポー

ツ団体 

（独）日本スポーツ振興セ

ンター 

03-5410-9180 

kujijosei@jpnsport.go.jp 

 

助成対象活動の

実施期間は、毎

年 4 月 1 日から

翌年 3 月 31 日

までの 1 年間。 
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成） 大会開催等のスポーツ活動等に対して助

成を実施する。 

助成対象活動の

募集は、当該事

業年度の前年度

1 月頃に開始予

定。 

助成内容は、各

助成活動の必要

性や助成財源の

規模等により、

毎年度見直され

る可能性あり。 

詳細は独立行政

法人日本スポー

ツ振興センター

の HP 参照。 

14 芸術文化振興基金に

よる助成 

継

続 

すべての国民が芸術文化に親しみ、自ら

の手で新しい文化を創造するための環境

の醸成とその基盤の強化を図る観点か

ら、芸術家及び芸術に関する団体が行う

芸術の創造又は普及を図るための活動、

その他の文化振興又は普及を図る活動に

対する援助を継続的・安定に行う。 

739 739 募集案内に

定める助成

対象経費の

総額に応じ

て定額 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

企画調整課 

03-5253-4111 

（内 4797） 

詳細は独立行政

法人日本芸術文

化振興会の HP

参照。 

15 舞台芸術等総合支援

事業 

継

続 

（創造団体向け支援） 

芸術の水準向上に直接的な牽引力となる

創造活動への重点支援とともに、各分野

の特性に配慮した創造活動の推進及び、

その成果について国内外への発信を促し

各芸術団体の芸術水準向上を図りつつ、

より多くの国民に対し優れた舞台芸術の

鑑賞機会を提供する。 

（8,738 の内

数） 

（9,329 の内の

内数） 

公演等の制

作にかかる

経費の一部

（申請金額

の査定あ

り） 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

16  継

続 

（国際芸術交流支援） 

我が国のプロフェッショナルな芸術団体

の芸術水準向上を図るとともに、国際文

化交流に寄与するため、芸術団体が行う

海外公演、国際共同制作公演及び我が国

で行われる国際的舞台芸術イベント等を

支援する。 

（8,738 の内

数） 

（9,329 の内の

内数） 

公演等の制

作にかかる

経費の一部

（申請金額

の査定あ

り）。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

17  継

続 

（芸術家等人材育成） 

新進芸術家等が技術を磨いていくために

必要な舞台公演・展覧会などの実践の機

会や、広い視野、見聞、知識を身につけ

る場を提供するとともにその基盤整備を

図り、次代を担い、世界に通用する創造

性豊かな新進芸術家の育成等に資する。 

（8,738 の内

数） 

（9,329 の内の

内数） 

補助事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2081） 

 

18  継

続 

（学校巡回公演） 

小学校・中学校等においてトップレベル

（8,738 の内

数） 

（ 9,329 の 内

数） 

委託事業で

あり、申請

NPO 法人を

含む芸術団

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 
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の文化芸術団体による実演芸術の巡回公

演を行う。 

金額の査定

あり。 

体 03-5253-4111 

（内 2835） 

19 学校における文化芸

術鑑賞・体験推進事

業 

継

続 

小学校・中学校等に文化芸術団体又は個

人や少人数の芸術家を派遣し、子供たち

に対し質の高い文化芸術を鑑賞・体験す

る機会を確保するとともに、芸術家によ

る表現手法を用いた計画的・継続的なワ

ークショップ等を実施する。さらに、芸

術教科担当教員への研修等を通じた学び

の機会を確保し、教員及び子供の豊かな

芸術教育の充実化を図る。 

本事業では、『NPO 法人等提案方式』と

いう実施方式を設けている。 

（5,621 の内

数） 

（5,580 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む芸術団

体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 2835） 

 

20 現代的課題に対応し

た劇場・音楽堂等の

総合的な機能強化の

推進 

継

続 

①我が国の文化拠拠点である劇場・音楽

堂等が行う、 実演芸術の創造発信や専

門的人材の養成、普及啓発事業等を支援

する。 

 

②子供たちが本格的な実演舞台公演 に

親しむことにより、豊かな想像力を涵養

するため、劇場・音楽堂等における子供

たちの鑑賞・体験機会を提供する取組を

推進。 

 

③優れた芸術団体（又は統括団体）と地

方 の劇場・音楽堂等とが覚書等による

事業連携を行い、芸術団体の中長期的な

活動基盤を形成する取組に対し、一定期

間継続的に支援する。 

（4,593 の内

数） 

（3,669 の内

数） 

①募集案内

に定める助

成対象経費

の 2 分の 1

以内、か

つ、自己負

担金の範囲

内。又は、

事業実施 に

係る経費の

一 部（申請

金額の 査定

あり）。 

 

②実際に鑑

賞された無

料（又は半

額）チケッ

ト料金の総

額。 

③募集案内

に定める助

成対象経 費

であり、か

つ、 自己負

担金の範囲

内。 

①劇場・音

楽堂等の設

置者又は管

理者 

 

②劇場・音

楽堂等の設

置者又は管

理者、又は

実演芸術団

体 

 

③劇場・音

楽堂等の設

置者又は管

理者、実演

芸術の創造

団体又は統

括団体 

文化庁 

参事官（芸術文化担当）付 

03-5253-4111 

（内 3143） 

 

21 日本語教師の養成及

び現職日本語教師の

研修事業 

継

続 

現職日本語教師向けの生活・留学・就

労・難民、中堅等の分野別の研修を実施

するとともに、日本語教師の養成・研修

を担う高度な専門人材育成に関する大学

等を拠点としたネットワークの構築等を

行う。 

212 260 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

大学、公益

法人、NPO

法人等 

総合教育政策局 

日本語教育課 

03-5253-4111 

（内 2255） 
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22 伝統文化親子教室事

業 

継

続 

次代を担う子供たちに対して、茶道、華

道、和装、囲碁、将棋などの伝統文化・

生活文化等を計画的・継続的に体験・修

得できる機会を提供する取組に対して支

援を行う。 

 また、組織的・広域的に体験機会を提

供する取組を支援することで、地域偏在

の解消等、より多くの子供たちが体験機

会を得られるようにする。 

（1,488 の内

数） 

（1,488 の内

数） 

委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり。 

NPO 法人を

含む文化関

係団体等 

文化庁 

参事官（伝統文化・生活文

化担当）付 

075-451-4111（内 9587） 

 

23 地域文化財総合活用

推進事業（地域伝統

行事・民俗芸能等） 

継

続 

地域に古くから伝わる伝統行事や民俗芸

能等を次代へ継承し地域活性化を推進す

るため、用具修理・後継者養成の取組の

支援を行う。 

401 1722［1321］ 85％ 実行委員会

等 

文化庁 

参事官（伝統文化・生活文

化担当）付 

075-451-4111（内 9577） 

 

24 障害者等による文化

芸術活動推進事業 

継

続 

文化芸術団体等が実施する、障害者等に

よる文化芸術の鑑賞や創造機会の拡大、

発表機会の確保等に係る先導的・試行的

な取組を支援する。 

431 431 委託事業で

あり、申請

金額の査定 

あり。 

NPO 法人を

含む文化芸

術団体等 

文化庁  

参事官（伝統文化・生活文

化担当）付 地域文化・共

生社会担当 075-451-9571

（内 9571） 

 

25 日本博による文化コ

ンテンツの拡充 

継

続 

地域の多様な文化資源の付加価値向上に 

よる魅力ある文化コンテンツの創出、販

路 拡大等を通じた国際発信により、オ

ーバー ツーリズムに配慮しつつ、日本

各地への地方誘客を促進し、消費拡大を

図る。 

（4,500 の内

数） 

（4,020 の内

数） 

・ 委 託 事

業：上限 1

億円  

・補助事

業：原則補

助対象経費

500 万円ま

では定額、

超える分は

2 分の 1 以

内（上限

3,000 万

円） 

・ 委 託 事

業：地方公

共団体、民

間事業者、

芸術団体、

NPO 法人等 

・補助事

業：公的機

関（地方公

共団体除

く。）、民間

事業者、芸

術団体、NPO

法人等 

文化庁 

文化経済・国際課 

03-5253-4111 

（内 4467） 

 

26 博物館機能強化推進

事業（Innovate 

MUSEUM 事業） 

継

続 

博物館資料のデジタル・アーカイブ化と

その公開・発信や、博物館における業務

の DX に効果的に取り組む館の事業を支

援し、データの活用や業務フローの効率

化を図るとともに、これからの博物館が

新たに求められる社会的・地域的な課題

への対応に先進的に取組む事業を支援

し、その内製化と横展開を目指す。 

250 274 定額補助 

（一部補助

率あり。） 

博物館の設

置者又は指

定管理者、

博物館を含

む実行委員

会等 

文化庁 

参事官（文化拠点担当）付 

03-5253-4111 

（内 4897） 

博物館機能強化

推進事業

（Innovate 

MUSEUM 事業） 

27 持続可能な地域社会

の実現に向けた消費

者教育及び環境教育

推進事業 

継

続 

持続可能な地域社会の実現に向けた消費

者教育及び環境教育を推進するため、各

地域において参考となる効果的・実践的

な消費者教育の取組モデルの構築や全国

の好事例の普及・展開のための消費者教

育連携・協働推進全国協議会の開催に取

10 10 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

大学、民間

企業、ＮＰ

Ｏ法人、公

益法人等 

総合教育政策局 

男女共同参画共 

生・社会学習・安全課 

03-5253-4111 

(内 5804） 

持続可能な地域

社会の実現に向

けた消費者教育

及び環境教育推

進事業 
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り組む。 

28 社会教育士フォロー

アップ研修 

新

規 

社会教育の裾野の広がりを受けて、社会

教育人材が果たすべき役割は多岐に及ん

でおり、社会教育人材に対して地域の実

情に応じた継続的な学習機会の確保が必

要不可欠である。また、研修を通じた地

域におけるネットワークの構築による社

会教育人材が互いに学び支え続ける仕組

みの創設も急務である。そのため、社会

教育士等を対象としたフォローアップ研

修を実施し、社会教育士の継続的な学習

機会の確保及び地域における社会教育人

材ネットワークの構築を目指す。 

4 4 委託事業で

あり、事業

内容の審査

あり 

都道府県、

都道府県教

育委員会、

大学、法人

格を有する

団体 

総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3676） 

社会教育士フォ

ローアップ研修 

29 学校卒業後における

障害者の学びの支援

推進事業 

継

続 

学校卒業後の障害者が社会参加を果た

し、地域社会の一員として豊かな生活を

送ることができるよう、障害者の主体的

な学びの支援、障害の有無に関わらず共

に学ぶ場づくりを推進する。 

116 137 委託事業で

あり、申請

金額の査定

あり 

地方公共団

体、民間企

業、 NPO 法

人、大学等 

総合教育政策局男女共同参

画共生社会学習・安全課障

害者学習支援推進室 

03-5253-4111 

（内 3460） 

sst@mext.go.jp 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 文部科学省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 被災者支援総合交付

金（子供への学習支

援によるコミュニテ

ィ復興支援事業） 

継続 幅広い地域の方々の参画のもと、地域と

学校が連携・協働した学習支援等の実施

により、被災地における子供の学習環境

の好転を図るとともに、コミュニティの

復興促進を目指す。 

（5,532 の内数） （7,699 の内数） 10/10 地方公共団体 総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-5253-4111 

(内 3260） 

実施主体である

地方公共団体

が、業務の一部

を NPO 法人等に

委託可。 

２ 被災者支援総合交付

金（福島県の子供た

ちを対象とする自然

体験・交流活動支援

事業） 

継続 福島県内の子供を対象とした、学校等や

社会教育団体が実施する自然体験活動等

や県外の子供たちとの交流活動等を支援

する。 

（5,532 の内数） （7,699 の内数） 9/10 福島県 総合教育政策局 

地域学習推進課 

03-6734-4111 

（内 2971） 

当事業は、福島

県が学校や社会

教育団体（NPO

法人を含む）等

を補助対象とす

る「ふくしまキ

ッズパワーアッ

プ事業」に要す

る経費を補助す

るものである。 

３ 緊急スクールカウン

セラー等活用事業 

継続 被災した児童生徒等の心のケアや、教職

員・保護者等への助言・援助、学校教育

活動の復興支援、福祉関係機関との連携

調整等様々な課題に対応するため、自治

体等に対し、スクールカウンセラー等を

活用する経費を支援する。 

1,121 1,432 10/10 岩手県、宮城

県、福島県 

初等中等教育局 

児童生徒課 

03-5253-4111 

（内 2905） 

NPO 等民間事業

者については、

被災自治体との

連携強化の観点

から、被災自治

体からの委託と

いう形で事業を

実施することと

する。 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 厚生労働省 

                                                                
 

連番 
事業名 

区

分 
施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地域の健康増進活動支援

事業 

継

続 

健康づくり活動に取り組む民間団体の、健康

づくりの牽引役となる人材の育成やボランテ

ィアを活用する主体的かつ自由な発想に基づ

く取組について、補助金を交付する。 

75 75 定額 

（10/10） 

NPO 法人等 健康・生活衛

生局 

健康課 

（内線 2346） 

 

２ がん検診従事者研修事業 継

続 

胃内視鏡検査を実施する医師に対して、安全

管理体制の整備に係る研修を実施する。 

6 6 1/2 都道府県、公

益法人、一般

社団法人、一

般財団法人、

NPO 法人等 

健康・生活衛

生局 

がん・疾病対

策課 

( 内線 3827） 

 

３ HIV 感染者等の NGO 等へ

の支援事業 

継

続 

HIV 感染者等で構成される NPO・NGO による活

動を支援し、効果的で当事者性のある HIV 感

染予防の普及啓発や患者支援を図る。 

120 120 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉

NPO 法人等 

健康・生活衛

生局 

感染症対策部

感染症対策課

（内線 2384） 

 

４ 小児慢性特定疾病児童等

自立支援事業 

継

続 

慢性的な疾病を抱える児童及びその家族の負

担軽減及び長期療養をしている児童の自立や

成長支援について、地域の社会資源を活用す

るとともに、利用者の環境等に応じた支援を

行う。 

923 923 （補助率）

1/2 

〈実施主体〉 

都道府県 

指定都市 

中核市 

児童福祉法第

59 条の４第 1

項の政令で定

める市（特別

区を含む。） 

＜実施主体が

委託する場合

に想定される

委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人 

一般社団法人 

一般財団法人 

医療法人等 

健康・生活衛

生局 

難病対策課 

（内線 7937） 
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５ 療養生活環境整備事業 継

続 

難病の患者等の日常生活における相談・支

援、地域交流活動の促進及び就労支援などを

行う拠点施設として、難病相談支援センター

を設置し、相談支援、地域交流会、講習・研

修会、就労支援のための連携等を実施する。 

670 670 （補助率） 

1/2 

〈実施主体〉 

都道府県 

指定都市 

＜実施主体が

委託する場合

に想定される

委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人 

一般社団法人 

一般財団法人 

医療法人 等 

健康・生活衛

生局 

難病対策課 

（内線 2355） 

 

６ 日雇労働者等技能講習事

業 

継

続 

日雇労働者やホームレスが集積する 5 都市

（東京、神奈川、愛知、大阪、福岡）におい

て、NPO 等に委託し、地域における求人ニー

ズ等を踏まえた就労に役立つ技能講習を実施

する。（調達区分は６件） 

220 220 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉 

NPO 法人等 

職業安定局 

雇用開発企画

課就労支援室 

（内線 5332） 

 

７ 刑務所出所者等就労支援

事業（協力雇用主等調

査・支援業務） 

継

続 

事業主に対して、刑務所出所者等の就労状況

や事業主からの要望等の調査、刑務所出所者

等の雇用に係る啓発・支援を実施し、刑務所

出所者等の求人を確保する（事業実施対象地

域は東京、神奈川、大阪、愛知及び福岡の５

都府県）。 

54 50 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

国 

〈委託先〉 

NPO 法人等 

職業安定局 

雇用開発企画

課 

就労支援室 

（内線 5817） 

 

８ 障害者就業・生活支援セ

ンターによる地域におけ

る就業支援 

継

続 

障害者就業・生活支援センターが、障害者の

職業生活における自立を図るため、雇用、保

健、福祉、教育等の地域の関係機関と連携の

下、障害者の身近な地域において就業面及び

生活面における一体的な支援を行う。 

8,875 8,496 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

〈実施主体〉 

都道府県 

国（都道府県

労働局） 

〈委託先〉 

社会福祉法人 

NPO 法人 

医療法人 

公益社団法人 

公益財団法人 

等 

職業安定局 

障害者雇用対

策課 

地域就労支援

室 

(内線 5832) 

委託契約の手

続きは、都道

府県知事によ

る法人の指定

を行った後に

都道府県労働

局にて行う。 

９ 国等の機関の職員に対す

る障害者の職場適応支援

者養成事業 

継

続 

「公務部門における障害者雇用に関する基本

方針」（平成 30 年 10 月 23 日公務部門にお

ける障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）

に基づき、障害者の職場適応が円滑に進むよ

う個別的なサポートを行うために、国等の機

関の職員の中から選任された支援者に対し

て、支援に必要なスキルを習得するためのセ

5 5 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国 

＜委託先＞ 

NPO 法人、公

益・一般社団

法人、公益・

一般財団法

厚生労働省 

職業安定局 

障害者雇用対

策課 

地域就労支援

室 

（内線 5858） 
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ミナーを実施する。 人、社会福祉

法人、医療法

人、任意団体

等 

10 離職者等の再就職に資す

る総合的な職業能力開発

プログラムの推進 

継

続 

多様な人材ニーズに機動的に対応するため、

民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実

施する。 

30,731 35,230 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

都道府県及び

横浜市 

＜委託先＞ 

民間企業 

専修学校・各

種学校 

大学・大学院 

NPO 法人等 

（一般社団法

人・一般財団

法人・任意団

体等の非営利

団体含む） 

実施主体の担

当課 

 

11 求職者支援制度 継

続 

民間教育訓練機関等を活用して、主に雇用保

険を受給できない求職者に対して、就職に必

要な技能と知識の向上を図る訓練を実施す

る。 

10,948 12,914 訓練の受講者

1 人につき月

5.3 万～7.3

万円→5.6 万

円～7.6 万円

（※令和 8 年

10 月開講コー

スより） 

＜実施主体＞ 

国（都道府県

労働局､

（独）高齢・

障害・求職者

雇用支援機

構） 

＜認定先＞ 

民間企業 

専修学校・ 

各種学校 

大学・大学院 

NPO 法人等 

（一般社団法

人・一般財団

法人・任意団

体等の非営利

団体含む） 

（独）高齢・

障害・求職者

雇用支援機構

本部又は都道

府県支部 

 

12 障害者の多様なニーズに

対応した委託訓練の実施 

継

続 

企業、社会福祉法人、NPO 法人、民間教育訓

練機関等の多様な委託先を活用することによ

り、個々の障害者の態様や企業のニーズに対

応した委託訓練を実施する。 

1,383 1,409 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

民間企業、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

（一般社団法

人・一般財団

法人・任意団

都道府県の担

当課 
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体等の非営利

団体含む） 

13 若者等職業的自立支援推

進事業 

継

続 

「地域若者サポートステーション」におい

て、職業的自立に向けての専門的相談支援、

就職後の定着・ステップアップ支援等を実施

する。 

4,520 4,606（うち補正

予算 358。このう

ち 282 を翌年度に

繰越し） 

10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国（都道府県

労働局） 

＜委託先＞ 

民間企業 

NPO 法人等、

一般社団法

人、一般財団

法人、社会福

祉法人、労働

者協同組合、

消費生活協同

組合 

人材開発統括

官付若年者・

キャリア形成

支援担 

当参事官室 

（内線 5992） 

 

14 

 

地域生活定着促進事業 継

続 

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要と

する矯正施設退所者に対して、各都道府県に

設置する「地域生活定着支援センター」が関

係機関等と協働して福祉サービス等につな

げ、社会復帰及び地域生活への定着を支援す

る。 

（36,040 の内

数） 

（101,214 の内

数） 

3/4  ＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

15 

 

社会福祉推進事業 継

続 

地域社会における今日的課題に対する先駆

的・試行的な取組等に対する支援を通じて、

社会福祉の発展改善等に寄与することを目的

として実施する。 

（36,040 の内

数） 

（101,214 の内

数） 

定額 採択された法

人（NPO 法人

含む） 

厚生労働省 

社会・援護局 

総務課 

（内線 2891） 

 

16 

 

被保護者就労支援事業 継

続 

生活保護受給者の自立の促進を図ることを目

的とし、以下の業務を実施する。 

・就労の支援に関する問題につき、被保護者

からの相談に応じるとともに、履歴書の書き

方や面接の受け方の指導、公共職業安定所へ

の同行訪問等、就労に向けた支援、また個別

求人開拓や就労後における職場定着に向けた

支援を行う。 

・本人の希望や特性に合った就労の場につな

ぐため、求人開拓等が円滑に実施できるよ

う、地域の関係機関や団体等において、就労

支援の連携体制を構築する。 

5,296 5,311 3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 
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17 

 

被保護者就労準備支援事

業 

継

続 

直ちに一般就労が困難な生活保護受給者に対

して、就労に向けた動機づけや基礎能力の形

成を図るため、以下の支援を段階的に実施す

る。 

・日常生活習慣の改善のための支援 

・社会的な能力を身につけるための支援 

・就労意欲喚起や就労体験等の機会の提供

等、就労活動や自立に至るまでの総合的な支

援 

（36,040 の内

数） 

 

（ 101,214 の 内

数） 

 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

18 

 

社会的な居場所づくり支

援事業 

継

続 

生活保護受給者の自立支援を推進するため

に、企業、NPO、市民等と行政との協働によ

り、生活保護受給者の社会的自立を支援する

取組の推進を図る。 

（36,040 の内

数） 

（ 101,214 の 内

数） 

 

3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

19 

 

被保護者家計改善支援事

業 

継

続 

世帯の自立に向けて、家計に関する課題を抱

える生活保護世帯に対する家計管理方法の提

案や支援を行うとともに、大学等への進学を

検討している高校生等のいる生活保護世帯に

対する、進学に向けた費用についての相談や

助言等を行う。 

（36,040 の内

数） 

 

（ 101,214 の 内

数） 

 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

20 被保護者地域居住支援事

業 

継

続 

居住の安定を図るための支援が必要な生活保

護受給者に対し、一定の期間にわたり、訪問

による必要な情報の提供及び助言等、現在の

住居等において日常生活を営むために必要な

支援を行う。 

（ 36,040 の 内

数） 

（ 101,214 の 内

数） 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 
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21 子どもの進路選択支援事

業 

継

続 

子どもの進路選択における教育、就労及び生

活習慣等に関する問題につき世帯の状況に応

じてケースワーカーによる支援を補い、進路

選択等の教育分野の専門知識や経験を有する

等の専門の職員を配置し、 

訪問その他の適当な方法により、生活保護受

給世帯の子ども及びその保護者の相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言、関係機関と

の連絡調整を行う。 

 

（ 36,040 の 内

数） 

（ 101,214 の 内

数） 

2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の生

活保護担当課 

 

22 

 

ひきこもり支援推進事業 継

続 

ひきこもり支援を推進するための体制を整備

し、ひきこもり状態にある本人や家族等を支

援することにより、ひきこもり状態にある本

人の社会参加を促進し、本人及び家族等の福

祉の増進を図る。 

（ 36,040 の 内

数） 

 

（ 101,214 の 内

数） 

1/2（一部

3/4） 

＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

23 

 

被災者見守り・相談支援

等事業 

継

続 

災害救助法等に基づく応急仮設住宅に入居し

た被災者は、被災前とは大きく異なった環境

に置かれることとなる。 

このような被災者が、それぞれの環境の中で

安心した日常生活を営むことができるよう、

応急仮設住宅の供与期間中、孤立防止等のた

めの見守り支援や、日常生活上の相談を行う

とともに、被災者を関係支援機関へつなぐ等

の支援を行う。 

（ 36,040 の 内

数） 

 

（ 101,214 の 内

数） 

 

原則 1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

24 

 

生活困窮者自立支援制度 継

続 

様々な課題を抱える生活困窮者に対し、包括

的な相談支援、就労支援等を行い、その自立

を促進する。 

①自立相談支援事業 

②住居確保給付金 

③就労準備支援事業 

④居住支援事業 

⑤家計改善支援事業 

⑥子どもの学習・生活支援事業 

⑦その他事業 

（82,680 の内

数） 

（86,654 の内

数） 

①② 3/4 

③④⑤2/3 

⑥⑦ 1/2 

＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の福

祉担当課等 

 

25 

 

重層的支援体制整備事業 継

続 

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対

応する包括的な支援体制を整備するため、対

象者の属性を問わない相談支援、多様な参加

支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行

う。 

①地域包括支援センターの運営 

②基幹相談支援センター等機能強化事業等 

③利用者支援事業 

④自立相談支援事業 

⑤福祉事務所未設置町村による相談事業 

⑥地域介護予防活動支援事業 

84,381 

 

78,417 

 

①⑦ 

38.5/100 

②⑧ 

50/100 以内 

③ 

2/3 以内 

④⑤ 

3/4 

⑥ 

20/100 

⑨ 

＜実施主体＞ 

市町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 
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⑦生活支援体制整備事業 

⑧地域活動支援センター機能強化事業 

⑨地域子育て支援拠点事業 

⑩生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

⑪多機関協働事業 

⑫アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 

⑬参加支援事業 

1/3 

⑩ 

1/2 

⑪⑫⑬ 

1/2,1/3,1/4

のいずれか 

※条件により

補助率が異な

る 

26 

 

包括的な支援体制の整備

に向けた都道府県後方支

援事業 

名

称

変

更 

市町村が推進する包括的な支援体制整備の後

方支援として、都道府県が行う各種取組に必

要な支援を行う。 

(36,040 の内数) 

 

（101,214 の内

数） 

 

3/4 ＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

旧：重層的支

援体制構築に

向けた都道府

県後方支援事

業（～令和６

年度） 

27 

 

生活困窮者等支援民間団

体活動助成事業 

継

続 

物価高騰の影響下において、より一層困難な

状況にある生活困窮者やひきこもり状態にあ

る者等に対して、電話・SNS相談、住まいの

確保等の支援、居場所づくり、生活上の支援

などの支援活動を実施する民間団体の先進的

な取組への助成を行う。 

― 438 

 

定額 ＜実施主体＞ 

NPO 法人等 

独立行政法人

福祉医療機構

（WAM） 

 

28 生活困窮者支援等のため

の地域づくり事業 

継

続 

身近な地域において、地域住民による共助の

取組を促進し、安心して通える居場所の確保

や地域資源を活用した連携の仕組みづくりに

資するよう、生活困窮者支援等のための地域

づくりを支援する。 

(36,040 の内数)  （101,214 の内

数） 

1/2 ＜実施主体＞ 

都道府県市区

町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法人 

NPO 法人等 

実施主体の担

当課 

 

29 

 

社会福祉振興助成事業 継

続 

政策動向や国民ニーズを踏まえ、高齢者・障

害者が自立した生活を送れるよう、また、子

どもたちが健やかに安心して生活できるよう

支援することを目的に、民間の創意工夫ある

事業に対して助成を行う。 

608 608 定額 ＜実施主体＞ 

(独)福祉医療

機構 

＜助成先＞ 

NPO 法人等 

厚生労働省 

社会・援護局 

福祉基盤課 

（内線 2866） 

 

30 

 

自殺防止対策事業 継

続 

全国的な自殺防止対策を行う民間団体の取組

を支援する。 

（3,281 の内数） （3,210 の内数） 10/10 NPO 法人等 自殺対策推進

室（内線

2838,2279） 
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31 

 

孤独・孤立対策のための

自殺防止対策事業 

継

続 

社会的に孤立し不安を抱えている人に対する

電話や SNS 等を活用した自殺防止等に係る

民間団体の取組を支援する。 

－ 1,000 

 

10/10 NPO 法人等 自殺対策推進

室（内線

2838,2279） 

 

32 

 

樺太等残留邦人集団一時

帰国事業 

継

続 

樺太等残留邦人に対する一時帰国の援助を行

うとともに、樺太等残留邦人の永住帰国に関

する意向及び永住帰国時期の調査等を行い、

帰国希望者が円滑に帰国できるよう支援す

る。 

33 32 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

国 

＜委託先＞ 

NPO 法人、一

般社団法人、

一般財団法人

等 

社会・援護局 

援護企画課 

中国残留邦人

等支援室帰

国・受入援護

係 

（内線 3465） 

 

33 

 

中国残留邦人等地域生活

支援事業 

継

続 

地方自治体が実施主体となり、中国残留邦人

等が地域において生き生きと暮らすことがで

きるよう、地域における多様な施設や活動等

をネットワーク化し、身近な地域での日本語

教育支援事業等の地域支援を促進する。 

（38,375 の内

数） 

（41,193 の内

数） 

10/10 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市区町村 

＜委託先＞ 

一般社団法

人、一般財団

法人、NPO 法

人、任意団体

等 

実施主体の担

当課 

 

34 

 

地域生活支援推進事業 継

続 

全国７か所に設置している中国帰国者支援・

交流センターで、より一層、地域に定着した

中国残留邦人等への支援が行われるよう、地

域で活動するＮＰＯ法人等との連携を推進

し、活動を援助する。 

7 7 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

＜実施主体＞ 

中国帰国者支

援・交流セン

ター 

＜委託先＞ 

一般社団法

人、一般財団

法人、NPO 法

人、任意団体

等 

各中国帰国者

支援・交流セ

ンター 

 

35 

 

障害者総合福祉推進事業 継

続 

障害者施策全般にわたり解決すべき課題につ

いて、現地調査等による実態把握や試行的取

組を通じて提言を行う。 

243 

 

359 

 

定額 

(10/10) 

地方公共団

体、社会福祉

法人、NPO 法

人、社団法

人、財団法人

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

企画課 

障害支援区分

係 

03-5253-

1111(内線

3026) 
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36 

 

地域生活支援事業 継

続 

事業の実施主体である市町村等が、地域の特

性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により

計画的に実施する事業 

(44,549 の内数) (44,193 の内数) 1/2 以内 <実施主体> 

都道府県、市

町村 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 

 

37 地域生活支援促進事業 継

続 

発達障害者支援、障害者虐待防止対策、障害

者就労支援、障害者の芸術文化活動の促進等

国として促進すべき事業について、5 割又は

定額の補助を確保し、質の高い事業実施を図

る。 

(5,918 の内数) (6,012 の内数) 1/2 又は定額 

(10/10) 

<実施主体> 

都道府県、市

町村 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 

 

38 

 

障害者芸術文化活動普及

支援事業 

継

続 

障害者の芸術文化活動の相談支援・人材育成

等の支援ノウハウを全国展開し、障害者の芸

術文化活動のさらなる振興を図る。 

290 290 

 

1/2 又は定額 

(10/10) 

<実施主体> 

都道府県、

NPO 法人等 

<委託先、補

助先> 

社会福祉法

人、公益法

人、NPO 法人

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

企画課 

自立支援振興

室 

( 内線 3636 ) 

 

39 意思疎通支援従事者確保

等事業 

継

続 

 

意思疎通支援従事者の確保及び障害者等の

ICT 機器の利用を支援することを目的に、民

間団体の創意工夫を凝らした取組に対して助

成を行う。 

35 

 

40 

 

定額 

(10/10) 

社会福祉法

人、NPO 法

人、社団法

人、財団法人 

等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部企画課自立

支援振興室 

03-5253-111 

1(内線 3076) 

 

40 

 

社会福祉施設等施設整備

費補助金 

継

続 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成 17 年法律第 123

号）等の規定に基づき、社会福祉法人等が実

施する障害福祉サービス事業所等の施設整備

に要する費用の一部を補助する。 

4,007 15,170 

（うち補正予算額

10,125） 

1/2 <実施主体> 

都道府県、指

定都市、中核

市 

<補助先> 

社会福祉法

人、医療法

人、公益社団

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

障害福祉課 

(内線 3035) 
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法人、NPO 法

人等 

41 依存症民間団体支援事業 継

続 

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者

やその家族等の支援について全国規模で実施

している自助グループ等民間団体の活動(支

援ネットワークの構築や相談支援、普及啓発

活動等)に対して支援を行う。 

69 69 

 

定額(10/10) 公益法人、社

会福祉法人、

NPO 法人等 

社会・援護局 

障害保健福祉

部 

精神・障害保

健課 

依存症対策推

進室 

(内線 3065) 

 

42 

 

地域支援事業 継

続 

被保険者が要介護状態又は要支援状態となる

ことを予防し、社会に参加しつつ、地域にお

いて自立した日常生活を営むことができるよ

う支援することを目的とし、地域における包

括的な相談及び支援体制、多様な主体の参画

による日常生活の支援体制、在宅医療と介護

の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の

構築等を一体的に推進する地域支援事業に対

し交付金を交付する。 

①介護予防・日常生活支援総合事業 

②包括的支援事業 

③任意事業 

（180,733 の内

数） 

（179,954 の内

数） 

① 

25/100 

②､③ 

38.5/100 

<実施主体> 

市町村 

<補助先> 

NPO 法人、一 

般社団法人、

一般財団法 
人、任意団体

等 

実施主体の担

当課 

 

43 

 

地域医療介護総合確保基

金 

継

続 

医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府

県に設置した地域医療介護総合確保基金を活

用し、介護施設等の整備等の促進のため必要

な事業を支援する。 

（28,677 の内

数） 

（34,944 の内

数） 

2/3 <実施主体> 

都道府県 

<補助先> 

NPO 法人、一 

般社団法人、

一般財団法 
人、任意団体

等 

各都道府県担

当課 

 

44 老人保健健康増進等事業 継

続 

老人保健福祉サービスの一層の充実や介護保

険制度の適正な運営に資することを目的とし

て、高齢者の介護、介護予防、生活支援、老

人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行

的な調査研究事業等に対する所要の助成を行

う。 

2,423 2,176 定額

（10/10） 

<補助先> 

地方公共団

体、NPO 法人

等 

老健局総務課

（内線 3918） 
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45 国及び地方公共団体向け

障害者職業生活相談員資

格認定講習の実施 

継

続 

５人以上の障害者である職員が勤務する事業

所において選任が義務づけられている障害者

職業生活相談員の選任要件を満たすととも

に、障害者の職業生活全般にわたる相談・指

導に関する知識・スキル等を習得するために

国及び地方公共団体向けの講習を実施する。 

22 23 10/10 

※委託費の上

限額内で交付 

 

＜実施主体＞ 

国 

＜委託先＞ 

NPO 法人、公

益・一般社団

法人、公益・

一般財団法

人、社会福祉

法人、医療法

人、任意団体

等 

厚生労働省 

職業安定局 

障害者雇用対

策課 

地域就労支援

室 

（内線 5858） 

 

46 貧困ビジネス対策事業 継

続 

貧困ビジネス対策の強化を図ることを目的と

し、自立を阻害する不適切な物件・事例に関

する情報収集・整理や、居住支援法人など関

係機関との情報共有の強化等を行う。 

（36,040 の内

数） 

― 2/3 ＜実施主体＞ 

都道府県 

市 

福祉事務所を

設置する町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 

 

47 地域における互助機能強

化のための地域との連

携・協働モデル事業 

新

規 

地域における包括的な支援体制の整備を推進

し、地域共生社会を実現するため、福祉以外

の他分野との連携・協働により、地域住民主

体の活動を強化し、地域生活課題を抱える地

域住民を地域の中で必要な支援に早期につな

ぐ体制を構築することができるよう、互助機

能強化のための地域住民等と市町村・支援関

係機関等の連携・協働モデルを構築する。 

- 300 3/4 ＜実施主体＞ 

市町村 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法人

等 

実施主体の担

当課 

 

48 共同生活型自立支援によ

る社会参加促進モデル事

業 

新

規 

ひきこもりも含む困難を抱えた者に対し、共

同生活を取り入れながら伴走型の支援を行う

民間団体の実践事例及び支援効果に係るデー

タを収集する。 

－ （84 の内数） 定額 ＜実施主体＞ 

都道府県 

＜委託先＞ 

社会福祉法

人、NPO 法

人、一般社団

法人、一般財

団法人、その

他の都道府県

が適当と認め

る団体 

実施主体の担

当課 

 

49 困難な問題を抱える女性

への支援に関するプラッ

トフォーム構築等事業 

新

規 

困難な問題を抱える女性への支援の推進を図

ることを目的として、相談窓口など必要な情

報を掲載した特設サイトの運用や全国フォー

ラムの開催及び女性支援に関する各種調査研

究等を行う。 

(2,335 の内数) (2,793 の内数) 定額 社会福祉法

人、NPO 法

人、一般社団

法人、一般財

団法人等(公

募により選

定) 

厚生労働省 

社会・援護局 

地域福祉課 

女性支援室

(内線 4584) 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 厚生労働省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 原子力災害対応雇用

支援事業（基金） 

継続 原子力災害被災 12 市町村及びその出張

所等所在自治体が、企業、NPO 等に事業

を委託することにより、震災等の影響に

よる失業者の一時的な雇用機会を確保す

る。 

（福島県に造成した基金を財源に実施） 

0 0 福島県又は原

子力災害被災

12 市町村及び

その出張所等

所在自治体か

ら委託費とし

て支給 

＜実施主体＞ 

福島県又は原

子力災害被災

12 市町村及び

その出張所等

所在自治体 

＜委託先＞ 

民間企業 

NPO 法人等 

実施主体の担当

課 

 

２ 被災者見守り・相談

支援事業（被災者支

援総合交付金） 

継続 東日本大震災の被災者が、現に居住する

地域において、安心して日常生活を営む

ことができるよう、被災者の孤立防止等

のための見守り支援を行うとともに、こ

れに併せて日常生活上の相談支援などの

孤立防止等のために必要となる支援を一

体的に提供する体制の構築を図る。 

（5,533 の内数） （7,699 の内数） 10/10 ＜実施主体＞ 

福島県及び管

内市町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実施主体の福祉

担当課 

令和７年度まで

の実施主体は岩

手県、宮城県、

福島県及び管内

市町村 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 農林水産省 

                                                                
 

連番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 食品アクセス確保緊

急支援事業 

継続 円滑な食品アクセスの確保に向けて、

地方公共団体や食品事業者、フードバ

ンク・こども食堂等の地域の関係者が

連携する体制づくりを支援するととも

に、地域における食品アクセスの担い

手となるフードバンク等に対し、その

立上げや機能強化に向けた支援を実

施。 

－ （600 の内数） 定額、 

3/4、1/2 

地域協議会、

NPO 法人等 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-3502-5723 

 

２ 食品アクセス確保対

策事業 

 

名称

変更 

円滑な食品アクセスの確保に向けて、

地域における食品アクセスの担い手と

なるフードバンクによる食品提供の

質・量の充実に向けた機能強化に係る

支援を実施。 

15 （124 の内数） 定額 NPO 法人等 

 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-3502-5723 

 

旧事業名：食品

アクセス総合対

策事業 

３ 消費・安全対策交付

金のうち、地域での

食育の推進（食品安

全等に関する消費者

の理解醸成等） 

 

名称

変更 

次期食育推進基本計画の推進に向け

て、食育の取組を加速化させるため、

農林漁業体験機会の提供をはじめとす

る生産者と消費者との交流の促進や、

学校給食における地場産物等の活用促

進のほか、新たに、総合的・計画的な

「農林漁業教育」の実践に向けた地域

農業・教育連携モデルの創出の取組を

支援するなど、食品安全等に関する消

費者の理解醸成等の地域の関係者等が

連携して取り組む食育活動を引き続き

推進する。 

（1,896 の内数） （1,896 の内数） 定額、1/2 以

内 

地方公共団

体、生産者団

体、NPO 法人

等 

農林水産省 

消費・安全局 

消費者行政・

食育課 

03-6738-6558 

旧事業名：消

費・安全対策交

付金（のうち地

域での食育の推

進） 

４ 家畜生産農場衛生対

策事業のうち、農場

HACCP 導入推進強化

事業 

継続 農場 HACCP の導入に向けた取組やその

成果としての認証取得を促進する農場

指導員を増強するため、農場指導員養

成研修を実施する。 

（481 の内数） （481 の内数） 定額 民間団体等、

民間企業、

（NPO 法人を

含む）など 

農林水産省 

消費・安全局 

動物衛生課 

03-3502-8292 

 

５ 中南米日系農業者等

との連携強化・ビジ

ネス創出事業 

継続 中南米地域の日系農業者と日本の食

品・農業関係企業等との連携強化に向

けたビジネスマッチングや研修等の取

組、日本の農業技術等を活用した日系

人農業者等の課題解決の取組を支援。 

74 74 委託費 民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局 

新興地域グル

ープ 

03-3502-5913 
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６ アジア地域の食料安 

全保障の確立に向け

た農業経営研修及び

研修効果実態把握事

業 

継続 アジア地域の開発途上国の農業者等を

対象に農業経営に関する研修や技術指

導等を支援。 

27 27 定額 民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局

新興地域グル

ープ 

03-3502-5913 

 

７ 新市場開拓推進事業

のうち、輸出に取り

組む優良事業者表彰

事業 

継続 輸出に取り組む優れた事業者の表彰を

行い、取組を広く紹介。 

8 8 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局 

輸出支援課輸

出産地形成室 

03-6738-7897 

 

８ 輸出環境整備推進事

業 

継続 農林水産物・食品輸出本部の下で、施

設認定・証明書発給等の輸出手続の円

滑化、輸出先国が求める食品安全規制

等に対する対応の強化など、輸出事業

者が輸出に取り組むための環境整備を

実施。 

(1,243 の内数) (2,360 の内数) 定額、1/2 以

内 

民間団体、 

NPO 法人等 

農林水産省 

輸出・国際局 

規制対策グル

ープ 03-6744-

2378 

 

９ 新規就農者育成総合

対策のうち、農業教

育高度化事業 

継続 農業大学校、農業高校等における農業

教育の高度化を図るため、農業教育カ

リキュラムの強化、若者の就農意欲を

喚起する活動、研修用機械・設備の導

入等を支援。 

（10,427 の内数） （10,748 の内数） 定額、1/2 以

内 

民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-6744-2162 

 

10 新規就農者育成総合

対策のうち、農業人

材確保推進事業 

継続 農業に従事する人材の確保・定着を図

るため、新規就農相談・情報発信、就

農相談会の開催、職業としての農業の

魅力発信による多様な人材の確保等の

取組を支援。 

（10,427 の内数） （10,748 の内数） 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-3502-6469 

 

11 女性が変える未来の

農業推進事業 

継続 女性農業者の能力の発揮等による農業

の発展、地域経済の活性化のため、女

性が働きやすい環境づくり、女性グル

ープの活動推進、地域のリーダーとな

り得る女性農業者の育成や活躍事例の

普及、女性登用に向けた意思決定層の

意識啓発等の取組を支援。 

72 60 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

女性活躍推進

室 

03-3591-5831 

 

12 外国人材受入総合支

援事業 

継続 農業、漁業、飲食料品製造業及び外食

業の各分野における外国人材の適正か

つ円滑な受入れに向けて、外国人材の

知識・技能を確認する技能試験の実施

や海外の教育機関等と連携した現地説

明・相談会、外国人材の受入れや就労

環境改善等の取組を紹介する方法及び

優良事例の作成・周知、相談窓口の設

置等により、外国人材が働きやすい環

境の整備等を支援。 

247 196 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

経営局 

就農・女性課 

03-6744-2159 

 

水産庁 

企画課 

03-6744-2340 

 

加工流通課 

03-6744-2349 
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大臣官房新事

業・食品産業

部 

新事業・国際

グループ 

03-6744-2397 

 

外食・食文化

課 

03-6744-2053 

 

食品製造課 

03-6744-1869 

13 農山漁村振興交付金

のうち、都市農業機

能発揮対策 

継続 都市部での農業体験等による交流を通

じた都市住民と共生する農業経営の実

現を図る取組や都市農地の貸借による

次世代の担い手づくりの取組に加え

て、農地の周辺環境対策、災害時の避

難地としての活用を支援。 

（7,045 の内数） （10,314 の内数） 定額 民間団体、地

域協議会、市

区町村、JA、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

農村計画課 03-

3502-5948 

 

14 農山漁村振興交付金

のうち、 

山村活性化対策のう

ち、 

①山村活性化対策事

業、②商談会開催等

事業 

 

継続 山村の特色ある地域資源の活用を通じ

た所得・雇用の増大を図る下記の取組

を支援。 

① 山村の特色ある地域資源を活用し

た商品・サービスの開発・改良等

の取組 

② ①の取組に必要なノウハウ取得の

ためのセミナー開催及び地域資源

を活用した商品の販路開拓のため

の商談会・販売会の開催 

(780 の内数) (780 の内数) 定額 ①市町村、地

域協議会（民

間団体、 NPO

法人等） 

②民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

地域振興課 

03-6744-2498 

 

15 農山漁村振興交付金

のうち、 

中山間地農業推進対

策（農村型地域運営

組織形成推進事業） 

 

継続 むらづくり協議会等による地域の話合

いを通じた農用地保全、地域資源活

用、生活支援に係る将来ビジョン策

定、ビジョンに基づく調査、計画作

成、実証事業等の取組を支援。 

（7,045 の内数） （10,314 の内数） 定額、1/2 以

内 

複数集落を含

む地域協議会

（地域協議会

の 構 成 員 に

NPO 法 人 も

可） 

農林水産省 

農村振興局 

地域振興課 

03-3501-8359 

 

16 農山漁村振興交付金

のうち、 

地域資源活用価値創

出対策（地域活性化

型）のうち、 

農山漁村関わり創出

事業 

継続 農山漁村の自立及び維持発展に向け

て、地域の課題や需要に応じて、農山

漁村地域における様々な取組に、多様

な人材が関わることができる仕組みの

構築や、課題解決に向けた取組のコー

ディネート等を行う地域づくり人材の

育成等により、関係人口を創出・拡大

し、農山漁村の活性化を推進する取組

を支援。 

（7,045 の内数） （10,314 の内数） 定額 NPO 法人、民

間企業等 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-6744-1855 

 

17 農山漁村振興交付金 継続 農山漁村のポテンシャルを引き出して (7,045 の内数) (10,314 の内数) 定額 NPO 法人、 農林水産省  
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のうち、 

地域資源活用価値創

出対策（地域活性化

型）のうち、 

農山漁村情報発信事

業 

地域の活性化や所得向上に取り組んで

いる優良な事例の普遍化や、農業遺産

等の歴史的・文化的背景、景観等を含

む農業・農村の有する多様な価値に係

る理解醸成等のための情報発信の取組

を支援。 

民間企業等 農村振興局 

鳥獣対策・農

村環境課 

03-6744-0250 

農村計画課 

03-3502-6001 

18 農山漁村振興交付金

のうち、地域資源活

用価値創出対策（創

出支援型）のうち、

地域資源活用・地域

連携中央サポート事

業、地域資源活用・

地域連携都道府県サ

ポート事業 

継続 中央サポートセンター及び都道府県サ

ポートセンターによる地域資源を活用

した付加価値の創出に係る経営改善等

の多様な課題解決に取り組む事業者等

への専門家派遣や人材の育成の取組、

農山漁村の抱える地域課題の解決を目

指した取組、施設給食において地産地

消を促進するためのコーディネーター

の派遣・育成等を支援。 

(7,045 の内数) (7,389 の内数) 定額 民間企業、

NPO 法人など 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-6744-2497 

 

19 農山漁村振興交付金

のうち、地域資源活

用価値創出対策（農

泊推進型） 

継続 農山漁村の所得向上と関係人口の創出

を図るため、農泊地域の実施体制の整

備、食や景観の観光コンテンツとして

の磨き上げ、国内外へのプロモーショ

ン等を支援するとともに、古民家等を

活用した滞在施設等を一体的に支援。

また、インバウンドによる食関連消費

拡大に向けた高付加価値なコンテンツ

を造成する取組等を支援。 

（7,045 の内数） （10,314 の内数） 定額、1/2 地域協議会、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-3502-5946  

 

20 農山漁村振興交付金

のうち、地域資源活

用価値創出対策（農

福連携型） 

継続 農福連携の一層の推進に向け、障害者

等の農林水産業に関する技術習得、障

害者等が作業に携わる生産・加工・販

売施設の整備等を支援。 

（7,045 の内数） （10,314 の内数） 定額、1/2 農業法人、社

会福祉法人、

民間企業、

NPO 法人等 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-3502-0033 

 

21 農山漁村振興交付金

のうち、地域資源活

用価値創出対策（創

出支援型）のうち、

地域資源活用・地域

連携推進支援事業 

継続 農林水産物や農林水産業に関わる多様

な地域資源を活用した新商品・サービ

スの開発や研究開発・成果利用等の取

組を支援。 

(7,045 の内数) (7,389 の内数) 1/2 等 民間企業、

NPO 法人など 

農林水産省 

農村振興局 

都市農村交流

課 

03-6744-2497 

 

22 鳥獣被害防止総合対

策交付金のうち、鳥

獣被害対策基盤支援

事業 

継続 鳥獣被害防止対策の担い手や捕獲した

鳥獣の利活用を推進する人材の育成を

図るための取組、全国的なジビエの消

費拡大を図るプロモーション等への取

組を支援。 

（9,900 の内数） （9,900 の内数） 定額 民間団体、

NPO 法人、地

域協議会等 

農林水産省 

農村振興局 

鳥獣対策・農

村環境課 

鳥獣対策室 

03-3591-4958 

 

23 農山漁村振興交付金

のうち、地域資源活

用価値創出対策（定

住促進・交流対策

型） 

継続 市町村等が作成する活性化計画に基づ

き、農山漁村における定住・交流の促

進、農林漁業者の所得向上や雇用の増

大等、農山漁村の活性化のために必要

となる農林水産物加工・販売施設、地

(7,045 の内数) (7,389 の内数) 1/2 等 

 

都道府県、市

町村、NPO 法

人等 

農林水産省 

農村振興局 

地域整備課 

03-3501-0814 
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域間交流拠点等の整備を支援。 

24 森林・林業・木材産

業グリーン成長総合

対策のうち、 

林業・木材産業循環

成長対策のうち、林

業の多様な担い手の

育成 

継続 再造林等の地域課題に対応し、造林事

業の開始、自伐型林業等の推進に当た

り必要な技術習得・安全衛生研修の実

施、資機材の整備等を支援。 

（7,995 の内数) (7,033 の内数) 1/2 以内 NPO を含む新

規事業体等 

農林水産省 

林野庁 

経営課 

03-3502-1629 

 

25 森林・林業・木材 

産業グリーン成長総

合対策のうち、木材

等の付加価値向上・

需要拡大対策のう

ち、木材需要の創

出・輸出力強化対策 

継続 木質バイオマスの利用環境整備、木材

利用の意義の普及啓発等による木材需

要の拡大を支援。 

（1,495 の内数） （1,354 の内数） 定額 NPO 法人を含

む民間団体等 

農林水産省 

林野庁 

木材利用課 

03-6744-2120 

 

26 森林・林業・木材産

業グリーン成長総合

対策のうち、 

森林・山村地域活性

化振興対策のうち、 

里山林活性化による

多面的機能発揮対策

交付金 

継続 山村集落の維持・活性化を図り、森林

の多面的機能の発揮を確保するため、

手入れが行き届いていない、地域の身

近な里山林の整備・活用に取り組む活

動組織の確保・育成、活動の実践を支

援。 

（951 の内数） （951 の内数） 定額、1/2 以

内等 

 

地域協議会

（地域協議会

から保全活動

を行う活動組

織（NPO 法人

も活動するこ

とが可能）に

対し、交付金

を交付） 

農林水産省 

林野庁 

森林利用課 

03-3502-0048 

 

27 森林環境保全直接支

援事業 

継続 施業集約化を図り、間伐やこれと一体

となった森林作業道の整備、主伐後の

再造林、鳥獣被害対策等を支援。 

(127,133 の内数) （125,565 の内数） 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

28 農山漁村地域整備交

付金のうち、農業用

水保全の森づくり事

業・漁場保全の森づ

くり事業・絆の森整

備事業 

継続 市民グループ（ＮＰＯ法人等）等が森

林所有者から受託して森林経営計画等

を作成し、又は、ＮＰＯ法人等が森林

所有者等と施業実施協定を締結し、自

ら森林の管理・整備を実施する事業等

を支援。 

（76,249 の内数） （76,249 の内数） 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

29 経営体育成総合支援

事業(漁業担い手確

保緊急支援事業) 

継続 漁業・漁村を支える人材の確保・育成

を図るため、漁業への就業前の者への

資金の交付、漁業現場での長期研修を

通じた就業・定着の促進、インターン

シップや就業体験受入、海技士免許等

の資格取得及び漁業者の経営能力の向

上等を支援。 

（814 の内数） （814 の内数） 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

水産庁漁政部 

企画課 

03-6744-2340 
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30 漁業労働安全確保・

革新的技術導入支援

事業 

継続 漁船の災害発生を減少させるため、漁

船安全対策に関する情報収集・分析、

安全推進員や同推進員を指導する安全

責任者の養成講習会等の取組を支援。

高齢者等が操船する漁船を対象に、船

舶自動識別装置(AIS)の導入を支援。漁

船のゼロエミッション化に向けて、省

エネ効果が高い次世代型電動漁労機器

の具体化に向けた調査・評価等の取組

を支援。 

20 24 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

水産庁 

漁政部 

企画課 

03-3592-0731 

 

増殖推進部 

研究指導課 

03-3591-7410 

 

31 有害生物漁業被害防

止総合対策事業 

継続 漁業経営に深刻な影響を及ぼすトドや

大型クラゲ等の広域に出現する有害生

物に対する漁業被害防止対策の効果

的・効率的な実施を総合的に支援 

（320 の内数） (320 の内数) 定額、1/2 民間団体, 

NPO 法人等 

農林水産省 

水産庁 

増殖推進部 

漁場資源課 

03-3502-8487 

 

32 内水面漁業・養殖業

活性化総合対策事業 

継続 内水面漁業の持続的な管理の在り方の

検討や内水面漁業者が行うカワウ駆除

活動、養鰻業者等が行う資源管理のた

めの取組、内水面漁業者が行う生息環

境改善の取組等を支援 

（798 の内数） （798 の内数） 定額、3/4 、

1/2 

民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

水産庁 

増殖推進部 

栽培養殖課 

03-3502-8489 

 

33 漁場生産力・水産多

面的機能強化対策事

業 

継続 水産業・漁村の持つ多面的機能の強化

のため、漁業者等が行う環境生態系保

全等の活動に対し支援 

（1,350 の内数） （1,366 の内数） 定額 

1/2 以内 

地域協議会

（地域協議会

から保全活動

等行う活動組

織（NPO 法人

も構成員とな

ることが可

能）に対し、

交付金を交

付） 

水産庁 

漁港漁場整備

部 

防災漁村課 

03-3501-3082 

 

34 日本発の水産エコラ

ベル普及推進事業 

継続 水産資源の持続的利用に対する国際的

な関心の高まりへの対応や水産物輸出

の増加を図るため、資源管理や環境配

慮への取組を証明する水産エコラベル

について、我が国の実態に応じた日本

発の水産エコラベル認証を国内外に普

及するとともに、国際水準の水産エコ

ラベル認証の活用を支援。 

19 23 定額 民間団体、

NPO 法人等 

農林水産省 

水産庁 

漁政部 

加工流通課 

03-6744-2350 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 農林水産省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 森林環境保全直接支

援事業 

継続 施業集約化を図り、間伐やこれと一体と

なった森林作業道の整備、主伐後の再造

林、鳥獣被害対策等を支援 

(3,624 の内数) (3,871 の内数) 3/10 等 市町村長の認

可を受けて森

林所有者等と

施業実施協定

を締結した

NPO 等 

農林水産省 

林野庁 

整備課 

03-3502-8065 

 

２ 

 

被災地次世代漁業人

材確保支援事業 

継続 震災からの復興に取り組む福島県及び近

隣県において、漁家子弟を含め長期研修

支援等や就業に必要な漁船・漁具のリー

ス方式による導入を支援する。 

（2,121 の内数） （2,121 の内数） 定額 

1/2 以内 

県、 

(公募) 

民間団体等 

 

農林水産省 

水産庁 

漁政部企画課 

03-6744-2340 

増殖推進部 

研究指導課 

03-6744-2031 

 

３ 漁業経営体質強化機

器設備導入支援事業 

継続 福島県及び近隣県の漁業を高収益・環境

対応型漁業へ転換させるべく生産性向

上、省力・省コスト化に資する漁業用機

器設備（海水冷却装置、ＬＥＤ集魚灯・

漁船用エンジン）の導入費用を支援 

366 420 定額 

1/2 

（公募） 

民間団体等 

農林水産省 

水産庁 

企画課 

03-6744-2341 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 経済産業省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ ものづくり商業サ

ービス省力化・革

新的開発・新事

業・海外展開促進

事業（新事業進

出・ものづくり商

業サービス補助

金） 

統廃

合 

中小企業等が行う、技術的革新性のあ

る製品・サービスの開発や既存事業と

は異なる新市場・高付加価値事業への

進出、海外市場開拓（輸出）に向けた

国内の輸出体制の強化に係る設備投資

等を支援する。 

既存基金を活用 既存基金を活用 革新的新製品・サー

ビス枠） 

補助率：原則中小

1/2、小規模 2/3 

新事業進出枠・グロ

ーバル枠 

補助率：1/2～2/3 

独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁 

経営支援部イ

ノベーション

チーム 

03-3501-1816 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・生産性革命推

進事業（ものづ

くり・商業・サ

ービス生産性向

上促進事業）

と、新事業進出

補助金を統合 

２ 中小企業生産性革

命推進事業（中小

企業デジタル化・

AI 導入支援事業） 

継続 中小企業等の労働生産性の向上を目的

として、業務効率化やＤＸの推進、サ

イバーセキュリティ対策、インボイス

制度への対応等に向けたＡＩを含む

IT ツールの導入を支援する。 

― （補正予算：

340,000 の内数）

〔340,000 の内

数〕 

補助率：1/2～4/5 独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁経 

営支援部イノ

ベーションチ

ーム 

03-3501-1816 

 

３ 中小企業・小規模

事業者ワンストッ

プ総合支援事業

（よろず支援拠点

事業） 

継続 中小企業・小規模事業者等が抱える

様々な経営課題に対応するワンストッ

プ相談窓口として、各都道府県に「よ

ろず支援拠点」を設置。 

（当初予算：3,318

の内数） 

（当初予算：3,419

の内数） 

（補正予算：

14,819 の内数 ） 

補助率：― 

上限額：― 

民間団体等 中小企業庁 

経営支援部 

経営支援課 

03-3501-1763 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・平成 26 年度

から実施。 

４ 中小企業信用補完

制度関連補助・出

資事業（経営安定

関連保証等対策

費） 

継続 信用保証協会が、金融機関による中小

企業・小規模事業者向け融資に対して

保証を行い、その後債務不履行が生じ

た場合に発生する信用保証協会の損失

の一部を補填するもの。これにより、

経営に支障が生じている中小企業・小

規模事業者に対し、信用保証を通じた

資金繰りの円滑化を図る。 

（2,000 の内数） （2,616 の内数） 定額 一般社団法人

全国信用保証

協会連合会 

中小企業庁 

事業環境部 

金融課 

03-3501-2876 

・平成 27年 10

月から、一定の

要件を満たす

NPO 法人は信用

保証の対象。 

・平成 12 年度

から実施。 
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５ 中小企業信用補完

制度関連補助・出

資事業（信用保証

協会による経営支

援対策費補助事

業） 

継続 中小企業・小規模事業者に対し、信用

保証協会が、地域金融機関と連携して

行う専門家派遣等の経営支援や経営支

援と一体となった資金繰り支援の取組

みに対して補助をするもの。 

（1,200 の内数） （1,300 の内数） 1/2 信用保証協会 中小企業庁 

事業環境部 

金融課 

03-3501-2876 

・平成 27年 10

月から、一定の

要件を満たす

NPO 法人は信用

保証の対象。 

・平成 26 年度

から実施。 

・令和 4 年度か

ら、補助率は一

律 1/2 

６ ものづくり商業サ

ービス省力化・革

新的開発・新事業

・海外展開促進事

業（中小企業省力

化投資補助金） 

統廃

合 

中小企業の生産性向上のため、カタロ

グから選ぶような簡易で即効性のある

省力化投資支援を実施。 

また、省力化投資補助金一般型とし

て、個別の現場の設備や事業内容等に

合わせた設備導入・システム構築等を

支援する 

 

既存基金を活用 既存基金を活用 カタログ型：1/2 

一般型：1/2、小規

模・再生 2/3 

独立行政法人 

中小企業基盤

整備機構 

中小企業庁 

経営支援部イ

ノベーション

チーム 

03-3501-1816 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 経済産業省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 事業再

開・帰還促進交付金

のうち、誘客コンテ

ンツ開発等支援事業

と広域マーケティン

グ支援事業） 

継続 ①誘客コンテンツ開発等支援事業 

福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）における地域資源を活用した

交流人口拡大に資する往訪コンテンツ開

発する事業経費の一部補助。 

②広域マーケティング支援事業 

福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）に属する複数の市町村に跨る

来訪者の呼び込みを目的とした、マーケ

ティング事業（データ分析に基づくブラ

ンディング戦略の策定）。 

（4,400 の内数） (480 の内数） ①  

補助率：3/4 

～1/3 

上限額：1500

万円 

②  

補助率：9/10 

～2/3 

上限額：1.1

億円 

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島広報戦略・

風評被害対応室 

03-3501-2883 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・令和 3 年度か

ら実施。 

２ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 事業再

開・帰還促進交付金

のうち、交流人口基

盤整備事業） 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）における来訪者の呼び込みの

ための観光施策を実施しようとする団体

の設立等の支援を行う。 

（4,400 の内数） (480 の内数) 委託費 民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島広報戦略・

風評被害対応室 

03-3501-2883 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・令和 5 年度か

ら実施。 

３ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ 創業促

進・企業誘致に向け

た設備投資等支援補

助金） 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）において創業する者、又は

12 市町村内において事業展開を行う者

に対し、施設整備費等の経費を支援。 

（400 の内数） ― 補助率：

2/3、3/4 

上限額：

866.6 万円、

3000 万円 

民間団体等 経済産業省大臣

官房福島復興推

進グループ 

福島事業・なり

わい再建支援室 

03-3501-1356 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象 

・平成 28 年度

から実施 

４ 原子力災害による被

災事業者の自立等支

援事業（ つながり

創出を通じた地域活

性化支援事業） 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）の被災者の方々によるつなが

りの創出等を通じ、地域の活性化、さら

には産業振興やまちづくりにも資するよ

110 120 補助率：定額 

上限額：100

万円 

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島事業・なり

わい再建支援室 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象 

・平成 28 年度

から実施 
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うな取り組みを支援。 03-3501-1356 

５ 地域の伝統・魅力等

発信支援事業 

継続 福島県 12 市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及

び飯舘村）を中心とした、民間団体等に

よる、福島県の伝統・魅力等の発信によ

り風評被害の払拭や交流人口の増加など

を目指す取組を支援し、民間主導で正確

な情報が発信される基盤を整備。 

（4,400 の内数） 179 福島県型 

（中小企業

2/3、大企業

1/2） 

12 市町村型 

(中小企業

10/10、大企

業 2/3))  

民間団体等 経済産業省大臣

官房 

福島復興推進グ

ループ 

福島広報戦略・

風評被害対応室 

03-3501-2883 

・一定の要件を

満たす NPO 法人

が対象。 

・平成 30 年度

から実施。 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 国土交通省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 
[うち７年度使用見込残額] 

(百万円) 

補助率 

上限額 
実施主体 照会窓口 備考 

１ 都市防災総合推

進事業 

継続 密集市街地や津波発生時に大規模な災害が

想定される等の防災上危険な市街地におけ

る都市の防災性向上や住民の防災に対する

意識向上を図ることを目的に、地方公共団

体が策定する事業計画に基づいた都市防災

に関する事業を民間事業者等（NPO を含

む）が実施する際に、地方公共団体が行う

補助の一部を支援する。 

※1 ※1 地方公共団体から交

付金の交付を受けて

本事業を実施する団

体等に対する地方公

共団体の補助に要す

る費用の 1/2 又は当

該事業に要する費用

の 1/3 のいずれか低

い額 

[間接補助] 

地方公共団

体等（NPO

を含む） 

都市局 

都市安全課 

03-5253-8111 

(内線 32334) 

 

 

２ 官民連携都市再

生推進事業 

継続 多様な人材の集積や様々な民間投資を惹き

つけ、都市の魅力・国際競争力の向上を図

るため、官民の多様な人材が参画するエリ

アプラットフォーム（NPO を含む場合があ

る）の構築やまちなかの将来像を明確にし

た未来ビジョンの策定、将来像を実現する

ための取り組み等（エリアプラットフォー

ム活動支援事業）、及び民間まちづくり活

動における先進団体が実施する普及啓発の

取り組み（普及啓発事業）に支援を行う。 

102 203 【エリアプラットフ

ォーム活動支援事

業】 

①エリアプラットフ

ォームの構築：定額

（上限 1 千万円）

［直接補助］ 

②未来ビジョン等の

新規策定又は改定、

成果連動プログラム

型社会実験：1/2

［直接補助］ 

 

【普及啓発事業】 

定額[直接補助] 

【エリアプ

ラットフォ

ーム活動支

援事業】 

都市再生推

進法人が参

画するエリ

アプラット

フォーム、

地方公共団

体（エリア

プラットフ

ォームの構

築の準備段

階の場合の

み） 

 

【普及啓発

事業】 

都市再生推

進法人、民

間事業者等 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32553、

32563) 

 

※R７年度予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

170 百万円、

補正予算 33

百万円） 

３ まちなか公共空

間等活用支援事

業 

継続 都市再生推進法人がベンチの設置や植栽等

（カフェ等も併せて整備）により交流・滞

在空間を充実化し、緑地・広場等の公共施

設の整備を伴う事業に対し、（一財）民間

都市開発推進機構が低利貸付により金融支

2 2 総事業費の 1/2[支

援限度額] 

都市再生推

進法人 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32532、
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援を行う。 30533) 

４ 都市安全確保促

進事業 

継続 大規模な地震が発生した場合における都市

再生緊急整備地域内及び主要駅周辺の滞在

者等の安全と都市機能の継続を図るため、

官民連携による一体的・計画的なソフト・

ハード両面の対策を推進する。 

31 57 1/2、1/3、1/4 市町村、都

道府県、法

律に基づき

組織された

協議会、帰

宅困難者協

議会、都市

再生推進法

人（都市再

生推進法人

は計画素案

の作成に限

る） 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32554) 

 

 

５ まちづくりファ

ンド支援事業 

継続 クラウドファンディングやふるさと納税な

どの「志ある資金」を活用したまちづくり

事業に対して、（一財）民間都市開発推進

機構がまちづくりファンドの仕組みを通じ

て金融支援等を行う。 

【1】クラウドファンディング活用型 

【2】共助推進型 

（120 の内数） （170 の内数） 民都機構からファン

ドへの支援額 

【1】クラウドファ

ンディング活用型  

次のうち最も少ない

額 

①１億円 

②地方公共団体の拠

出金額 

③総資産額（民都機

構拠出分を含む）の

１/２ 

【2】共助推進型地

方公共団体の拠出金

額 

民都機構か

らファンド

への支援 

公益信託、

公益法人、

地方公共団

体が設置す

る基金、市

町村長が指

定するＮＰ

Ｏ等 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32532、

30614) 

 

※ ７ 年度 予 

算 額 の内 訳 

（繰越し 80 

百 万 円、 当 

初 予 算 100 

百 万 円、 補

正予算 70 百

万 円 （う ち 

95 百万円を

R8 繰 り 越

し）） 

６ まちづくり推進

活動資金 

新規 地域住民・地権者等の手による良好な都市

機能及び都市環境の保全･創出や滞在者等

の快適性の向上と利便の増進を推進するた

め、自立・持続的な地域のエリアマネジメ

ントを目的とする事業を行う都市再生推進

法人に対し、地方公共団体を通じて無利子

貸付を行う。 

15 0 地方公共団体を通じ

て貸付 

貸付限度額：事業に

要する額の 1/2 

国の貸付率：地方公

共団体の貸付額の     

1/2 以内 

（事業費の 1/4 以

内） 

都市再生推

進法人 

都市局 

まちづくり推進

課 

03-5253-8111 

(内線 32563) 

 

 

７ 都市再開発支援

事業 

継続 地区再生計画作成費、コーディネート業務

に要する費用及びまちづくり NPO 等が行う

街区整備計画案作成費等に対して補助を行

う。 

※1 ※1 1/3 等 

[間接補助] 

(上限額 総事業費

300,000 千円） 

地方公共団

体、再開発

準備組織、

まちづくり

ＮＰＯ等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線：32743) 
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８ 都市再生整備計

画事業（社会資

本整備総合交付

金） 

継続 市町村等が行う地域の歴史・文化・自然環

境等の特性を活かした個性あふれるまちづ

くりを総合的に支援し、全国の都市の再生

を効率的に推進することにより、地域住民

の生活の質の向上と地域経済・社会の活性

化を図ることを目的とする事業。 

※1 ※1 補助基本額を 2/3 と

し交付率 40%等 

[間接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

市町村、

NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 

 

 

９ 都市再生整備計

画事業（防災・

安全交付金） 

継続 災害の発生が想定される地域において、事

前復興まちづくり計画等に基づき市町村等

が行う防災拠点の形成を総合的に支援し、

地域の防災生の向上を図ることを目的とす

る事業。 

※1 ※1 補助基本額を 2/3 と

し交付率 40%等 

[間接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

地方公共団

体、NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 

 

 

10 都市構造再編集

中支援事業 

継続 「立地適正化計画」に基づき、地方公共団

体や民間事業者等が行う一定期間内の都市

機能や居住環境の向上に資する公共公益施

設の誘導・整備、防災力強化の取組等に対

し集中的な支援を行い、各都市が持続可能

で強靱な都市構造へ再編を図ることを目的

とする事業。 

(70,660 の内数) (78,666 の内数) 補助基本額を 2/3 と

し国費率 50%等 

[直接補助、間接補

助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

地方公共団

体、NPO 等 

都市局 

市街地整備課 

03-5253-8111 

(内線 32737) 

 

※ ７ 年度 予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

70,200 百 万

円、補正予算

8,466 百 万

円） 

11 都市・地域交通

戦略推進事業 

継続 徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様

なモードの連携が図られた、公共的空間や

公共交通などからなる都市の交通システム

を明確な政策目的に基づいて、総合的に整

備しようとする地方公共団体、NPO 等に対

して支援を行い、都市交通の円滑化を図る

とともに、都市施設整備や土地利用の再編

により、都市再生を推進する。 

※1 ※1 1/3 等 

[間接補助] 

地方公共団

体、ＮＰＯ

等 

都市局 

街路交通施設課 

03-5253-8111 

(内線 32834) 

 

 

12 まちなかウォー

カブル推進事業 

継続 車中心から人中心の空間へと転換を図り、

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづ

くりを推進するため、道路・公園・広場等

の既存ストックの再編・利活用、滞在環境

の向上に資する取組を重点的・一体的に支

援する事業。 

 

618 637 1/2 

[直接補助] 

(上限額 建築物整備

費 21 億円／１箇所 

等) 

民間事業者

等 

都市局 

街路交通施設課 

03-5253-8416 

(内線 32848) 

 

※ ７ 年度 予

算 額 の内 訳

（ 当 初予 算

61 百万円、

補正予算 19

百万円） 
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13 市民緑地等整備

事業 

継続 市町村長より緑地保全・緑化推進法人又は

都市再生推進法人の指定を受けた NPO 等

が、市民緑地契約に係る緑地又は認定を受

けた市民緑地設置管理計画に基づく緑地、

緑地保全地域等の土地に係る管理協定に基

づき行う既存緑地の公開のために必要な施

設を整備する際に、地方公共団体が行う補

助の一部を支援する。 

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、緑地保

全・緑化推

進法人、都

市再生推進

法人 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

 

14 都市公園事業 継続 市町村が作成し、国の認定を受けた「歴史

的風致維持向上計画」に基づいて実施する

都市公園事業について、NPO 等の歴史的風

致維持向上支援法人が地域活性化の核とな

る貴重な歴史的資産の保全・活用に資する

都市公園の整備を行う際に、地方公共団体

が行う補助の一部を支援する。 

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、歴史的

風致維持向

上支援法人 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

 

15 グリーンインフ

ラ活用型都市構

築支援事業 

継続 市町村が作成した「グリーンインフラ活用

型都市構築支援事業計画」に基づいて実施

する官民連携によるグリーンインフラの取

組について、NPO 等の民間事業者が実施す

る民間建築物の緑化等について、その費用

の一部を支援する。 

33 139 1/2 以内 

[直接補助] 

民間事業者

等 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 

 

 

16 市民農園等整備

事業 

継続 市町村長より緑地保全・緑化推進法人の指

定を受けた NPO 等が、都市農地貸借円滑化

法等により生産緑地を借りて市民農園を開

設する際に必要な施設の整備に対して、地

方公共団体が行う補助の一部を支援する。 

※1 ※1 1/3 以内 

[間接補助] 

地方公共団

体、緑地保

全・緑化推

進法人 

都市局 

公園緑地・景観

課 

03-5253-8419 

(内線 32953) 
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17 河川協力団体制

度 

継続 自発的に河川の維持、河川環境の保全等に

関する活動を行う NPO 等を河川協力団体と

して指定を行い、河川管理者と連携して活

動する団体として法律上位置づけることに

より、地域の実情に応じ多岐にわたる河川

管理の充実を図るもの。 

また、NPO 等が河川協力団体に指定される

ことで、河川管理者が必要と認める場合に

は、河川法第 99 条に基づく委託を受ける

ことも可能となる。 

（889,718 の内

数） 

※2 

（884,860 の内

数） 

※2 

ＮＰＯに対して河川

法第 99 条に基づ

き、河川管理施設の

維持や除草等を委託

するものであり、委

託費用は全額河川管

理者が負担する（Ｎ

ＰＯの活動に対する

補助制度ではない） 

国、地方公

共団体 

水管理・国土保

全局河川環境課 

03-5253-8111(内

線  35433) 

 

各河川管理者

（国土交通省の

各河川事務所

や、地方公共団

体の河川担当部

局） 

 

18 居住支援協議会

等活動支援事業 

継続 居住支援協議会、居住支援法人等が行う、

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居

の円滑化に関する活動等に係る事業の立上

げ等に対して補助を行う。 

(1,081 の内数) (1,081 の内数) 10/10 

（定額補助） 

[直接補助] 

民間事業

者、ＮＰＯ

法人等 

住宅局 

安心居住推進課 

03-5253-8111 

(内線 39834) 

 

 

19 スマートウェル

ネス住宅等推進

事業 

継続 高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世

帯が安心して健康に暮らすことができる住

環境（スマートウェルネス住宅）を実現す

るため、サービス付き高齢者向け住宅やセ

ーフティネット住宅等の整備、先導的な住

環境・市場整備、子育て世帯等のための支

援施設等の整備を伴う市街地再開発事業及

び子どもの安全・安心に資する共同住宅の

整備等に対して支援する。 

(16,087 の内数) (16,087 の内数) 1/3 等 

[直接補助] 

民間事業

者、ＮＰＯ

法人等 

住宅局 

安心居住推進課 

03-5253-8111 

(内線 39856) 

 

 

20 基本計画等作成

等事業 

継続 市街地総合再生基本計画作成費、市街地再

開発事業の基本計画作成費及び計画コーデ

ィネート業務に要する費用等に対して補助

を行う。 

※１ ※１ 1/3 等 

[間接補助] 

(上限額 総事業費

300,000 千円） 

地方公共団

体、協議会

組織、再開

発準備組

織、まちづ

くりＮＰＯ

等 

住宅局 

市街地建築課 

03-5253-8111 

(内線 39654) 

 

 

21 住宅市街地総合

整備事業 

継続 国土交通省は、関係機関・地域住民との調

整業務、まちづくり協議会等（NPO を含む

場合がある）の運営・活動 (勉強会、資料

収集等)、協議会が委託するコンサルタン

ト派遣等に要する費用に対し補助を行う地

方公共団体等に対して補助を行う。 

地方公共団体等は民間事業者等(NPO を含

む)が行う上記事業に対して補助を行う。 

(48,302 の内数) 

※2 

(42,468 の内数) 

※2 

1/2、1/3 等 

[間接補助] 

（上限額 年

18,540 千円／地区 

等） 

地方公共団

体、都市再

生機構、地

方住宅供給

公社、民間

事業者等 

住宅局 

市街地住宅整備

室 

03-5253-8111 

(内線 39664) 

 

 

22 住宅団地再生推

進 モ デ ル 事 業

（住宅市街地総

合整備事業） 

継続 高齢化等の課題を抱える住宅団地を再生

し、将来にわたって持続可能なまちの形成

を推進するため、地域住民による持続可能

な団地再生の取組み手法を確立することを

目的として、民間事業者等※によるモデル

(48,302 の内数) 

※2 

(42,468 の内数) 

※2 

ソフト整備 300 万円

定額 

ハード整備 1/2、

1/3 等 

[間接補助] 

地方公共団

体、都市再

生機構、地

方住宅供給

公社、民間

住宅局 

市街地住宅整備

室 

03-5253-8111 

(内線 39664) 
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的な団地再生の取組に対して補助を行う。 

※①地域再生推進法人等であること又は地

域再生推進法人 等を予定している者（以

下「推進法人等」という。）、②推進法人等

と連携し、住宅団地再生に取組んでいる者 

（ 上限額 年

18,540 千円／地区 

等） 

事業者等 

23 マンション管理

適正化・再生推

進事業 

継続 全国のマンションに共通する高経年化や区

分所有者の高齢化等に伴う課題の解決を促

進するため、民間事業者等（NPO を含む）

によるマンションの管理適正化・再生推進

に向けた先進的な活動や各種制度の普及・

周知活動に対して補助を行う。 

69 82 10/10 

（定額補助） 

[直接補助] 

（上限額 1 事業主

体あたり 10,000 千

円 等） 

マンション

管理組合の

活動を支援

する民間事

業者等 

住宅局 

参事官（マンシ

ョン・賃貸住宅

担当）付 

03-5253-8111 

(内線 39914) 

 

24 地方部での滞在

促進のための地

域周遊観光促進

事業 

終了 地方部への誘客を図りつつ、旅行者の各地

域への周遊を促進するため、観光地域づく

り法人（DMO）が中心となり、地域が一体

となって行う、調査・戦略策定、滞在コン

テンツの充実、受入環境整備、旅行商品流

通環境整備、情報発信といった取組に対し

て総合的な支援を行う。 

0 (445 の内数) ・調査・戦略策定：

定額（上限 1,000 万

円） 

・滞在コンテンツの

充実、受入環境整

備、旅行商品流通環

境整備、情報発信・

プロモーション：事

業費の 1/2 等 

登録 DMO が

定めた事業

計画に位置

づけられた

事業の実施

主体（登録

DMO、地方

公共団体） 

観光庁観光地域

振興課 

03-5253-8327 

（内線 27735） 

 

25 DMO 総合支援事

業 

名称

変更 

観光地域づくり法人（DMO）が観光分野に

おける地域の”司令塔”としての役割を果

たせる体制整備・機能強化を図るととも

に、中期的な目線に基づくより広域的な戦

略の下、関係者とも連携し、地域の実情に

応じた柔軟かつ弾力的な事業を推進するこ

とにより、地方誘客、地域周遊・長期滞在

の促進を図る。 

(2,000 の内数) 0 ①DMO の体制整備・

機能強化事業  

a.外部専門人材の登

用:10/10(1,500 万

円) 

 b.中核人材の確保

及び育成に資する取

組:10/10(500 万円)  

c. 安定的な財源・

人材の育成に資する

組:10/10(1,000 万

円等)  

d.業務 DX の取

組:1/2(上限なし)  

②広域連携観光促進

事業 2/3(上限なし) 

登録 DMO、

地方公共団

体等 

観光庁観光地域

振興課 

03-5253-8327 

（内線 27735） 

地 方 部で の

滞 在 促進 の

た め の地 域

周 遊 観光 促

進事業 

26 地方誘客促進に

向けたインバウ

ンド安全・安心

対策推進事業 

継続 更なる地方誘客促進に向けて、訪日外国人

旅行者が日本各地を安全・安心に訪れるこ

とができる旅行環境整備が必要であり、地

域における観光客を含めた危機管理体制の

検討・構築、クマの出没情報など多言語で

の正確な情報発信、観光施設等における非

常時対応機能強化、医療機関におけるキャ

ッシュレス決済等の整備等を推進する。 

0 2025 年度当初額： 

1,866 の内数 2025

年度補正額：880 

［880］ 

①地域における観光

危機管理計画の策定

補助：都道府県の場

合は補助率２／３、

上限 500 万円。市区

町村の場合は補助率

１／２（市区町村が

所在する都道府県が

策定済み又は策定予

定とみなせる場合に

①地方公共

団体 

 

②民間事業

者、地方公

共団体、

DMO 等 

 

③民間事業

者等 

観光庁 

参事官（外客受

入担当）付 

03-5253-8972 

(内線 27911 
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は、補助率２／

３）、上限 500 万

円。 

②観光施設等の避難

所機能・多言語対応

機能の強化：補助率

１／２ 

③医療機関の訪日外

国人患者受入機能の

強化：補助率１／２ 

27 オーバーツーリ

ズ ム の 未 然 防

止・抑制をはじ

めとする観光地

の受入環境整備

の促進 

名称

変更 

地域における観光施策のとりまとめ・旗振

り役である地方公共団体、観光地域づくり

法人（DMO）が中心となり、各地域が現在

直面している課題／今後抱えうる課題に地

域一体で行う様々な取組を面的・総合的に

支援する。また、民間事業者をはじめ、個

別の受入環境整備に係る取組についても、

きめ細やかな支援を行う。 

（10,000 の内数） 

 

（1,199 の内数） ①補助率 ２／３

（補助上限額：２億

円）、１／２（補助

上限額：０．５億

円） 

地方公共団

体、登録

DMO、民間

事業者等 

観光庁 

参事官（外客受

入担当）付 

03-5253-8972 

(内線 27922) 

令 和 ６年 度

補 正 にお い

て は 「オ ー

バ ー ツー リ

ズ ム の未 然

防 止 ・抑 制

に よ る持 続

可 能 な観 光

推 進 事業 」

と い う名 称

で実施。 

28 所有者不明土地

等対策事業 

継続 所有者不明土地や空き地の利用の円滑化、

管理の適正化を図るため、市町村や民間事

業者等（NPO を含む）が実施する所有者不

明土地等対策や、所有者不明土地利用円滑

化等推進法人の指定の円滑化及び空き地の

利活用等に資する先導的取組に対する補助

を行う。 

51 63 【基本事業・関連事

業】 

①地方公共団体が行

う事業 

1/2 以内 

[直接補助] 

②民間事業者等

（NPO を含む）が行

う事業 

1/3 以内 

[間接補助] 

【モデル事業】 

10/10（定額補助）

[関接補助]（上限額

1 事業主体あたり原

則 2 百万円） 

地方公共団

体、民間事

業者等

（NPO を含

む） 

不動産・建設経

済局 

土地政策課 

03-5253-8111(内

線 30635、

30643) 

 

29 二地域居住先導

的プロジェクト

実装事業 

継続 広域的地域活性化のための基盤整備に関す

る法律の改正（令和６年 11 月施行）を踏

まえ、二地域居住者の負担軽減や生活環境

の整備等といった中長期的な課題の解決に

向けた官民連携の先導的なモデル事業を支

援し、二地域居住等の促進を図る。 

（39 の内数） （620 の内数） 

【（600 の内数）】 

・調査検討に要する

経費：定額（上限額 

年 20,000 千円／

件） 

・実証実施に要する

経費：１/2 

地方公共団

体や民間事

業者等で構

成されるコ

ンソーシア

ム 

国土政策局 

地方政策課 

03-5253-8369 

(内線：29425) 

 

30 特定居住支援法

人によるマッチ

ングの支援 

新規 二地域居住を希望・実行する者と地域の人

材ニーズとのマッチングや、空き家を活用

した住環境の提供等を行う人材・組織の育

（39 の内数） （600 の内数） 

【600 の内数】 

定額 民間事業者

等 

国土政策局 

地方政策課 

03-5253-8369 
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成・確保を図る。 (内線：29425) 

31 地域生活圏形成

リーディング事

業  

新規 日常の暮らしに必要なサービスが持続的に

提供される「地域生活圏」の形成に資する

先導的な取組や人材育成に対し費用の支援

を行うことにより、地域の多様なステーク

ホルダーから構成される主体の育成を図

る。  

（39 の内数） 【600 の内数】 

 

【先導的な取組への

支援】 

2/3、1/2（上限

3,000 万円/件） 

【人材育成への支

援】 

定額（上限 500 万円

/件） 

【先導的な

取組への支

援】 

官民で構成

される協議

会 

【人材育成

への支援】 

都道府県・

市町村、民

間事業者 

国土政策局 

総合計画課 

03-5253-8356 

(内線：29315) 

 

 
※1 社会資本総合整備事業（令和７年度 13,334 億円、令和６年度 13,771 億円）の内数。 

※2 この予算の他、都道府県等が実施する社会資本総合整備事業（令和７年度 13,334 億円、令和６年度 13,771 億円）の内数での事業実施もある。 

※3 地方公共団体等が補助する団体の主体種別、及び発注先等の報告を受けていない。 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 環境省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地球環境パートナー

シッププラザ運営費 

継続 市民・NPO・事業者・行政等の各主体間

のパートナーシップ形成促進を図るた

め、国連大学と共同で東京青山に設置し

ている「地球環境パートナーシッププラ

ザ」において、環境情報の収集・提供、

対話の場づくり、ネットワークの形成支

援等を実施する。 

79 78 ― 環境省 大臣官房 

総合政策課 

民間活動支援室 

（03-3406-

5181） 

 

２ 地方環境パートナー

シップ推進費 

継続 地域における環境保全活動等に関する情

報提供や NPO と自治体、企業、市民等の

パートナーシップ促進の拠点として設置

している「地方環境パートナーシップオ

フィス」において、対話の場づくり、地

域での活動の紹介、環境情報の提供・普

及等を実施する。 

161 163 ― 環境省 大臣官房 

総合政策課 

民間活動支援室 

（03-3406-

5181） 

 

３ 地球環境基金助成金 

（予算事項名：独立

行政法人環境再生保

全機構基金勘定運営

費交付金（うち基金

勘定）） 

継続 独立行政法人 環境再生保全機構に設置

した基金の運用益などにより、環境保全

を目的とする民間団体（NGO／NPO 等）

を対象とし、活動に対する助成を行うと

ともに、環境保全活動に関する情報提

供、人材育成のための研修等を行う。 

（1,644 の内数） （1,568 の内数） ― 独立行政法人

環境再生保全

機構 

大臣官房 

総合政策課 

環境教育推進室 

（03-3406-

5181） 

 

４ 地域循環共生圏創造

事業費 

継続 地域の活力を最大限に発揮する「地域循

環共生圏」の考え方は「第五次環境基本

計画（平成 30 年閣議決定）」で提唱さ

れ、「第六次環境基本計画」（令和６年閣

議決定）においても、計画の最上位の目

的である「ウェルビーイング/高い生活

の質」を将来にわたってもたらす「新た

な成長」の実践・実装の場とされた。本

事業では、地域循環共生圏実現の基盤と

なる、ローカル SDGs 事業（地域資源を

活用し環境・経済・社会課題の同時解決

／価値創造をする事業・取組）を生み出

（385 の内数） （325 の内数） ― 環境省 大臣官房 

地域政策課 

地域循環共生圏

推進室 

（03-5521-

8328） 
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し続ける地域プラットフォームを各地域

で実装すべく、①トランジションモデル

形成、②中間支援機能の担い手育成、③

地域間ネットワーク強化・情報発信、④

官民連携コミュニティ創出プロジェクト

を実施する。 

５ エコツーリズムを通

じた地域の魅力向上

事業 

継続 国立公園等において、自然観光資源を活

用した持続可能な地域活性化を推進する

ため、地域振興に取り組むエコツーリズ

ム推進協議会を対象に、エコツーリズム

の推進体制の整備・強化、魅力あるプロ

グラムの開発、ガイド等の人材育成等の

取組を交付金により支援。 

（60 の内数） （20 の内数） 1/2 以内 地域協議会

（地方公共団

体、NPO 等で

構成）等 

自然環境局 

国立公園利用推

進室 

（03-5521-

8271） 

 

６ 生物多様性保全推進

支援事業 

継続 各地域において実施される生物多様性保

全に資する取組のうち、地域生物多様性

増進法に基づく活動計画の作成、種の保

存法に基づく絶滅危惧種対策、自然公園

法等の法律で指定された保護地域や増進

法に基づく計画区域内での活動、重要里

地里山等における社会経済的課題と環境

的課題を統合的に解決しようとする活動

など、全国的な観点から重要性の高い事

業を支援する。 

（165 の内数） （174 の内数） 1/2、3/4、定

額 

地方公共団

体、地域協議

会（地方公共

団体、NPO 等

で構成）、そ

の他民間団体

等 

自然環境局 

自然環境計画課 

生物多様性主流

化室 

（03-5521-

9108） 

 

７ 良好な水環境保全・

活用モデル事業 

継続 地域における水環境等の保全・活用によ

る地域づくりにより、地域における関係

主体の取組を促すとともに、水環境の適

切な管理・良好な環境の創出を目的とし

たモデル事業を実施する。 

（60 の内数） （260 の内数） ― 地方公共団

体、公益法

人・NPO 法

人・企業・学

校法人・観光

協会等の民間

団体、又はこ

れらを構成団

体とする協議

会等 

水・大気環境局 

環境管理課 

環境創造室 

（03-5521-

8298） 

 

８ 

 

戦略的「令和の里海

づくり」基盤構築事

業 

継続 藻場・干潟等の保全・再生・創出におい

て着実に成果を創出するとともに、地域

特有の手法により地域資源を利活用する

ことで、保全と利活用の好循環を実現す

るための持続可能な里海づくりの基盤構

築を、地域団体とともに戦略的に目指す

もの。 

（60 の内数） （260 の内数） － 地方公共団

体、協議会、

NPO 法人・企

業・漁業協同

組合・学校法

人・観光協会 

等の民間団

体、又はこれ

らを構成団体

とする協議会

等 

水・大気環境局

海洋環境課海域

環境管理室

（03-5521-

8317） 
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９ 良好な環境を活用し

た観光モデル事業 

新規 豊かな水辺、星空、音の風景等、地域特

有の自然や文化の保全が行われてきた地

域において、インバウンド誘客に資する

自然資本の磨き上げとその利活用に取り

組み、「良好な環境」を活用したインバ

ウンド観光の推進を図ることを目的とし

たモデル事業を実施する。 

（300 の内数） （150 の内数） ― 地方公共団

体、観光地域

づくり法人

（DMO）・公益

法人・NPO 法

人・企業・学

校法人・観光

協会等の民間

団体、又はこ

れらを構成団

体とする協議

会等 

水・大気環境局 

環境管理課 

環境創造室 

（03-5521-

8298） 

 

10 リユースの促進、食

品ロス削減、サステ

ナブル・ファッショ

ン、プラスチック等

の資源循環等による

循環型社会の実現に

向けた支援 

統廃

合 

食品ロス削減、サステナブル・ファッシ

ョン、使用済紙おむつ、プラスチック等

の資源循環、リユースの促進等による循

環型社会の実現に向けた支援を行いま

す。 

976 の内数 (1388 の内数）  － 環境省 環境再生・資源

循環局 資源循

環課 容器包

装・プラスチッ

ク資源循環室

（03-5501-

3153） 

環境再生・資源

循環局 資源循

環課（03-6205-

4947）  

 

11 特定外来生物防除等

対策事業 

継続 地方自治体が行う特定外来生物の防除等

について、交付金により支援する。本事

業においては、実施主体の地方自治体か

ら NPO 法人等に業務委託することが可

能。  

100  700 ２分の１、定

額 

地方公共団体

（都道府県、

市町村（特別

区を含む）） 

環境省自然環境

局野生生物課外

来生物対策室  

03(5521)8344 

 

12 指定管理鳥獣対策事

業 

継続 都道府県等が計画に基づき行う指定管理

鳥獣（ニホンジカ、イノシシ、クマ類）

の捕獲や被害対策等を支援する。本事業

においては、実施主体の地方自治体から

NPO 法人等に業務委託することが可能。 

5,250※国際観光旅

客税財源を含む 

4,863 ２分の１、３

分の２、定額 

都道府県（一

部市町村への

間接補助）、

協議会 

環境省自然環境

局野生生物課鳥

獣保護管理室 

03(5521)8285 
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復興関連事業                 令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 環境省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 「脱炭素×復興まち

づくり」推進加速化

事業 

継続 震災や原子力災害により大きな影響を受

けた福島県内の市町村において、環境再

生、産業創出、まち・暮らし創生を図り

ながら、徹底した脱炭素型のまちづくり

を推進するため、地域の課題に応じた事

業の創出、民間事業者等の自立・分散型

エネルギーシステムの導入に資する計画

策定や地域と共生した設備導入等を支援

する。 

500 500 計画策定

（2/3 上限

1,000 万円）、

導入等補助

（1/4～5/6 

上限 2 億円） 

民間事業者・

団体・大学・

地方公共団体 

環境再生・資源

循環局環境再生

事業担当参事官

付福島再生・未

来志向プロジェ

クト推進室 

03-3581-2788 

「脱炭素×復興

まちづくり」推

進事業 
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通常事業                   令和７年度及び令和８年度 NPO関連予算一覧表 

府省庁名 総務省 

                                                                
 

連

番 
事業名 区分 施策・事業概要 

令和８年度予算額 

(百万円) 

令和７年度予算額 

(百万円) 
補助率 実施主体 照会窓口 備考 

１ 地域の多様な主体の

連携及び協働の推進 

継続 令和６年度に創設された「指定地域共同

活動団体」制度の円滑な導入・運用に向

けて、先駆的な取組事例等を参考に、導

入ガイドブックの作成や周知・啓発等を

実施する。 

－ 令和 7 年度補正 

20 

－ 民間企業等 総務省自治行政

局市町村課 

03-5253-5516 

 

２ ふるさと住民登録制

度 

新規 関係人口を可視化し、地域の担い手確保

や活性化につなげる制度。令和８年度中

の開始を目指す。 

誰もがスマホのアプリで簡単・簡便に関

心のある自治体を登録し、担い手活動等

を通じて関わりを深められるよう、国が

プラットフォームとなるシステムを構築

するとともに、自治体における効果的な

取組の推進に向け、モデル事業を実施。 

－ 令和 7 年度補正 

354 

－ 総務省 総務省自治行政

局地域情報化企

画室 

03-5253-5525 

 

３ 主権者教育 継続 自治体や民間啓発団体等の主権者教育の

取組を支援する 

79 134 － 自治体、民間

啓発団体等 

総務省自治行政

局選挙部管理課

03-5253-5574 

 

４ 外国人との秩序ある

共生社会の実現に向

けた地域の受け皿づ

くりに関する調査研

究 

新規 外国人との秩序ある共生社会の実現に向

け、外国人が社会のルールを遵守しつつ

地域に溶け込むことで地域社会の構成員

として生きていけるよう地域の受け皿づ

くりの取組について調査・研究を実施。 

－ 令和 7 年度補正 

30 

－ 地方公共団体 総務省自治行政

局国際室 

03-5253-5527 

 

５ 集落ネットワーク圏

形成支援事業 

継続 ｢集落ネットワーク圏｣において、生活支

援や｢なりわい｣の創出等の地域課題の解

決に資する取組を幅広く支援。 

400 400 1,500 万円 

(下記項目に

該当する場合

上 限 最 大

3,000 万円) 

①専門人材を

活用する事業 

(＋500 万円) 

②ICT 等技術

を活用する事

業 

( ＋ 1,000 万

円) 

③上記 (①＋

②) 

併用事業 

集落ネットワ

ーク圏を支え

る中心的な組

織 (地域運営

組織等) 

総務省自治行政

局過疎対策室

03-5253-5536 
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( ＋ 1,500 万

円) 

 

 

 


